
  

  

【表紙】   

    

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年６月29日 

【事業年度】 第91期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

【会社名】 長瀬産業株式会社 

【英訳名】 NAGASE & CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  長 瀬   洋 

【本店の所在の場所】 大阪市西区新町１丁目１番17号 

【電話番号】 大阪(06) 6535―2081 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋小舟町５番１号 

【電話番号】 東京(03) 3665―3103 

【事務連絡者氏名】 経理部統括  長 田 孝 英 

【縦覧に供する場所】 長瀬産業株式会社 東京本社 

   (東京都中央区日本橋小舟町５番１号) 

  長瀬産業株式会社 名古屋支店 

   (名古屋市中区丸の内３丁目14番18号) 

  株式会社大阪証券取引所 

   (大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 

  株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については当期純損失が計上されているため、また第88期および第89期に

ついては希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第87期 第88期 第89期 第90期 第91期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 490,583 503,688 533,301 575,636 648,023 

経常利益 (百万円) 4,739 11,284 13,110 15,158 18,798 

当期純利益又は当期純
損失(△) 

(百万円) △2,097 4,186 7,010 10,384 12,892

純資産額 (百万円) 144,176 140,944 156,210 167,092 196,620 

総資産額 (百万円) 300,073 284,800 310,793 335,290 396,773 

１株当たり純資産額 (円) 1,082.15 1,107.54 1,227.82 1,311.37 1,535.70 

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△) 

(円) △15.39 31.72 54.69 81.00 100.32

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 80.82 100.04

自己資本比率 (％) 48.0 49.5 50.3 49.8 49.6 

自己資本利益率 (％) △1.4 2.9 4.7 6.4 7.1 

株価収益率 (倍) ― 16.3 17.3 13.2 15.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 12,351 4,392 6,431 1,716 △2,341

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,300 963 △1,689 △1,412 △3,809

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,615 △7,643 △1,832 △5,119 9,330

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 21,960 19,044 21,033 17,215 22,936

従業員数 (人) 2,718 2,790 2,884 3,203 3,504 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 平成18年6月28日開催の当社第91回定時株主総会の決議により定款を一部変更し、中間配当制度を導入しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第89期の１株当たり配当額９円には、証券取引所上場40周年記念配当１円を含んでおります。 

４ 第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については当期純損失が計上されているため、また第88期および第89期に

ついては希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第87期 第88期 第89期 第90期 第91期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 407,950 418,004 433,817 442,304 473,351 

経常利益 (百万円) 2,761 6,671 7,663 8,502 10,329 

当期純利益又は当期純
損失(△) 

(百万円) △2,361 1,126 5,373 6,007 7,747

資本金 (百万円) 9,699 9,699 9,699 9,699 9,699 

発行済株式総数 (株) 138,408,285 138,408,285 138,408,285 138,408,285 138,408,285 

純資産額 (百万円) 111,350 105,332 119,850 126,294 148,920 

総資産額 (百万円) 244,916 230,052 253,810 259,654 305,347 

１株当たり純資産額 (円) 835.77 827.38 941.64 990.78 1,162.72 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

8.00 

(―)

8.00

(―)

9.00

(―)

10.00 

(―)

15.00

(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△) 

(円) △17.32 8.26 41.83 46.67 60.10

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 46.56 59.93

自己資本比率 (％) 45.5 45.8 47.2 48.6 48.8 

自己資本利益率 (％) △2.0 1.0 4.8 4.9 5.6 

株価収益率 (倍) ― 62.8 22.6 23.0 26.3 

配当性向 (％) ― 96.7 21.5 21.4 25.0 

従業員数 (人) 886 812 807 811 872 



２ 【沿革】 

    
  

天保３年６月 

 (1832年) 

京都西陣において創業(屋号鱗形屋)。染料・澱粉・ふのり類を販売。 

明治26年８月 大阪市西区に大阪支店開設。 

明治31年11月 本店を大阪に移転。 

明治33年９月 スイス・バーゼル化学工業会社と取引開始。 

明治44年７月 東京支店を開設。 

大正６年12月 株式会社長瀬商店として発足。資本金300万円。 

大正12年４月 米国・イーストマン コダック社と取引開始。 

昭和５年11月 米国・ユニオン カーバイド社と販売代理店契約締結。 

昭和15年４月 名古屋支店を開設。 

昭和18年６月 商号を長瀬産業株式会社に変更。 

昭和39年９月 株式を公開(大阪証券取引所市場第二部に上場)。 

昭和43年４月 米国・ゼネラル エレクトリック社と代理店契約締結。 

昭和45年４月 スイス・チバ ガイギー社と共同出資により長瀬チバ株式会社(現・ナガセケムテックス

株式会社・連結子会社)を設立。 

昭和45年８月 東京・大阪両証券取引所市場第一部銘柄に指定。 

昭和46年２月 香港にナガセホンコンリミテッド(現・連結子会社)を設立。 

昭和46年４月 米国・ニューヨークにナガセアメリカコーポレーション(現・連結子会社)を設立。 

昭和46年４月 米国・ゼネラル エレクトリック社と合弁会社エンジニアリング プラスチックス株式会

社(現・日本ジーイープラスチックス株式会社)を設立。 

昭和49年２月 米国・テクニカル オペレイションズ社と合弁会社長瀬ランダウア株式会社を設立。 

昭和50年４月 シンガポールにナガセシンガポールリミテッド(現・連結子会社)を設立。 

昭和55年４月 ドイツ・デュッセルドルフにナガセヨーロッパジーエムビーエイチ(現・連結子会社)を

設立。 

昭和55年４月 シンガポールにチャンフォンオーバーシーズエンタープライズリミテッドを設立。 

昭和57年３月 マレーシア・クアラルンプールにナガセマレーシアビーエイチディ(現・連結子会社)を

設立。 

昭和60年５月 ソウル支店を開設。 

昭和63年８月 台湾にナガセタイワンカンパニーリミテッド(現・連結子会社)を設立。 

平成元年３月 カナダ・オンタリオに合弁会社カナダモールドテクノロジーインコーポレーテッド

(現・連結子会社)を設立。 

平成元年３月 タイに合弁会社ナガセタイランドカンパニーリミテッド(現・連結子会社)を設立。 

平成元年４月 財団法人長瀬科学技術振興財団を設立。 

平成元年７月 東京支社を東京本社とし、大阪・東京両本社制を採用。 

平成２年３月 米国・テネシーに合弁会社ソフィックスコーポレーションを設立。 

平成２年４月 神戸市に研究開発センター(Ｒ＆Ｄセンター)を開設。 

平成２年12月 台湾に合弁会社ナガセワーリープラスチックスコーポレーション(現・連結子会社)を設

立。 

平成４年４月 ロンドン支店を開設。 

平成９年４月 フィリピン・マニラにナガセフィリピンコーポレーション(現・連結子会社)を設立。 

平成９年９月 中国・上海にシャンハイナガセトレーディングカンパニーリミテッド(現・連結子会

社)、韓国・アニャンにナガセエンジニアリングサービスコーリアカンパニーリミテッ

ド(現・連結子会社)を設立。 

平成10年２月 インドネシア・ジャカルタにピーティーナガセインポーエクスポーインドネシア(現・

連結子会社)を設立。 

平成10年３月 中国・上海にシャンハイフアチャントレーディングカンパニーリミテッド(現・連結子

会社)を設立。 

平成13年３月 ソウル支店を廃止し、現地法人ナガセコーリアコーポレーション(現・連結子会社)を設

立。 

平成13年８月 シンガポールにナガセファインケムシンガポールリミテッド(現・連結子会社)を設立。

平成13年11月 中国・上海にナガセプレシジョンプラスチックスシャンハイカンパニーリミテッド

(現・連結子会社)を設立。 

平成14年７月 

平成14年９月 

ベトナムにハノイ駐在員事務所を開設。 

中国・無錫にナガセケムテックスウーシーコーポレーション(現・連結子会社)を設立。

平成16年３月 香港にナガセインターナショナルエレクトロニクスリミテッド(現・連結子会社)を設

立。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３ 【事業の内容】 

当企業集団は、当社を中核として多角的に各種商品の輸出入および国内取引の業務を行うほか、商品の製造・販

売、サービスの提供等の事業活動を行っております。 

当企業集団に於て、かかる事業を推進する関係会社は99社(子会社69社、関連会社30社)から構成されており、その

主なものは下記のとおりであります。この内連結子会社は40社、持分法適用会社は８社であります。 



 
(注) １ ◎印は連結子会社であります。 

２ ナガセケムテックス㈱は化成品・電子の両セグメントに亘る事業を行っております。 

（化成品の会社数に含めて表示しております） 

３ ナガセアメリカホールディングスインコーポレーテッドは、平成17年12月31日において、ナガセアメリカコーポレーショ

ン、ナガセプラスチックスアメリカコーポレーション、ナガセカリフォルニアコーポレーションの３社を吸収合併し、ナ

ガセアメリカコーポレーションへ社名を変更しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合(％) 

関係内容 

(連結子会社) 

報映産業㈱ 

  

東京都中央区 250 磁気製品、情報映像
機材等の販売 80.5

商品の仕入販売 
建物の賃貸、資金の貸付 
役員の兼任 ４名 
転籍 ３名 

東拓工業㈱ 大阪市淀川区 270 合成樹脂製品等の製
造販売 77.1

商品の販売、製品の仕入 
役員の兼任 ２名 
転籍 ３名 

セツナン化成㈱ 大阪府東大阪市 125 合成樹脂の着色・加
工 100.0

商品の販売、製品の仕入 
建物の賃貸、資金の貸付 
役員の兼任 ２名 
転籍 １名 

ナガセプラスチックス㈱ 大阪市西区 96 合成樹脂製品等の販
売 100.0

商品の仕入販売 
建物の賃貸、資金の貸付 
役員の兼任 ２名 
転籍 ４名 

ナガセシンガポール 
リミテッド シンガポール 

千通貨 

US$  1,738 
輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 100.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 ２名 
出向 １名 

長瀬カラーケミカル㈱ 大阪市西区 100 染料・化学工業薬品
の販売 100.0

商品の仕入販売 
建物の賃貸借、資金の貸付 
役員の兼任 ３名 
転籍 ３名 

ナガセエレックス㈱ 東京都中央区 20 合成樹脂製品及びそ
の原料の販売 100.0

商品の仕入販売 
建物の賃貸、資金の貸付 
役員の兼任 ２名 
転籍 ２名 

ナガセ物流㈱ 兵庫県尼崎市 401 倉庫業 100.0

当社商品に係る倉庫業の対
価支払、土地の賃貸 
役員の兼任 ２名 
転籍 ２名 

ナガセアメリカ 
コーポレーション 

米国 
ニューヨーク市 

千通貨 

US$  3,500 
輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 100.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 １名 
出向 １名 

ナガセホンコン 
リミテッド 香港 

千通貨 

HK$  3,120 
輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 100.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 ２名 
出向 ２名 

ナガセマレーシア 
ビーエイチディ 

マレーシア 
クアラルンプー
ル市 

千通貨 

RM  1,500 
輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 51.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 １名 
出向 １名 

ナガセ生化学品販売㈱ 大阪市西区 30 酵素剤の販売 100.0
(13.0)

商品の仕入販売 
建物の賃貸 
役員の兼任 ３名 
転籍 ２名 

カナダモールド 
テクノロジー 
インコーポレーテッド 

カナダ 
ウッドストック
市 

千通貨 

C$  5,000 
金型製造、販売及び
メンテナンス 53.0

商品の販売、債務の保証 
出向 １名 

ナガセワーリー 
プラスチックス 
コーポレーション 

台湾 
台北市 

千通貨 

NT$ 52,000 
樹脂販売及びその関
連製品販売 

60.0
(5.0)

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 ４名 
出向 ２名 

ナガセタイランド 
カンパニーリミテッド 

タイ 
バンコク市 

千通貨 

BAHT 87,000 
輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 100.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 ３名 
出向 １名 

寿化成工業㈱ 栃木県鹿沼市 20 樹脂製品の成形、加
工 

100.0
(42.5)

商品の販売、製品の仕入 
土地建物の賃貸 
資金の貸付、債務の保証 
役員の兼任 ２名 
転籍 １名 

ナガセ研磨機材㈱ 大阪市西区 50 研磨剤、研磨機械の
販売 100.0

商品の仕入販売 
役員の兼任 ２名 
転籍 ２名 

ナガセケミカル㈱ 東京都中央区 60 
塗料原料、染料、化
学工業薬品、化成品
等の販売 

100.0

商品の仕入販売 
建物の賃貸 
役員の兼任 ３名 
転籍 ４名 

ナガセ電子機器サービス
㈱ 東京都中央区 45 半導体機器等の販売

及びメンテナンス 100.0
商品の仕入販売 
役員の兼任 ２名 
転籍 ２名 



  
名称 住所 

資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合(％) 

関係内容 

(連結子会社) 
ナガセヨーロッパ 
ジーエムビーエイチ 

ドイツ 
デュッセルドル
フ市 

千通貨 
EUR     700 

輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 100.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 １名 
出向 １名 

ナガセタイワン 
カンパニーリミテッド 

台湾 
台北市 

千通貨 
NT$ 45,000 

輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 100.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 ４名 
出向 １名 

ナガセケムテックス㈱ 大阪市西区 2,474 
エポキシ樹脂、酵素
製剤、化学工業製品
の製造 

100.0

商品の販売、製品の仕入 
土地建物の賃貸 
役員の兼任 ６名 
転籍 ２名 

ナガセ情報開発㈱ 東京都中央区 30 ソフトウェアの開
発・保守運営 100.0

システムの開発・保守 
建物の賃貸 
役員の兼任 ２名 
転籍 ２名 

ナガセ総合サービス㈱ 大阪市西区 20 不動産管理及び物品
販売 100.0

業務代行の対価支払 
不動産等の賃貸借 
商品の購入 
役員の兼任 ２名 
転籍 ２名 

ナガセ医薬品㈱ 兵庫県伊丹市 498 医薬品、健康食品、
化粧品の製造 100.0

商品の販売、製品の仕入 
役員の兼任 ２名 
転籍 １名 

㈱ナガセビューティケァ 東京都中央区 100 化粧品、健康食品等
の販売 100.0

商品の販売、建物の賃貸 
債務の保証 
役員の兼任 ３名 
転籍 ４名 

ナガセファインケム 
シンガポールリミテッド シンガポール 

千通貨 

S$ 14,000 
液晶等製造用化学薬
品の製造、回収再生 

100.0
(40.0)

商品の販売、製品の仕入 
債務の保証 
役員の兼任 ３名 
出向 １名 

ナガセシィエムエス 
テクノロジー㈱ 東京都中央区 150 

機 械 装 置 設 計・製
造・受 託 加 工・販
売・工事等 

65.0

商品の販売、製品の仕入 
建物の賃貸 
役員の兼任 ３名 
転籍 １名 

ナガセトレード 
マネジメント㈱ 東京都中央区 20 

輸出入手続・本社営
業活動の事務代行 100.0

業務代行の対価支払 
建物の賃貸 
役員の兼任 ２名 
転籍 ４名 

ナガセフィリピン 
コーポレーション 

フィリピン 
マカティ市 

千通貨 

PHP 45,839 
輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 100.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 ２名 
出向 ２名 

ナガセエンジニアリング 
サービスコーリア 
カンパニーリミテッド 

韓国 
アニャン市 

千通貨 

WON 150,000 

機械装置の製造販
売・メンテナンスサ
ービス及びエンジニ
アリング 

100.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 ４名 
出向 １名 

シャンハイフアチャン 
トレーディング 
カンパニーリミテッド 

中国 
上海市 

千通貨 

RMB 19,864 
樹脂販売及びその関
連製品販売 

70.0
(53.8)

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 １名 
出向 ２名 

ピィーティーナガセ 
インポーエクスポー 
インドネシア 

インドネシア 
ジャカルタ市 

千通貨 

US$    500 
輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 

100.0
(10.0)

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 ２名 
出向 １名 

シャンハイナガセ 
トレーディング 
カンパニーリミテッド 

中国 
上海市 

千通貨 

RMB  8,120 
輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 100.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 ２名 
出向 １名 

ナガセコーリア 
コーポレーション 

韓国 
ソウル市 

千通貨 

WON 700,000 
輸出入、仲介貿易、
市場開発、情報収集 100.0

商品の仕入販売 
債務の保証 
役員の兼任 ３名 

西日本長瀬㈱ 福岡市博多区 60 
染料・助剤、工業薬
品、合成樹脂等の販
売 

100.0

商品の仕入販売 
資金の貸付 
役員の兼任 ３名 
転籍 ２名 

アルファバンピング 
テクノロジー㈱ 東京都中央区 300 

Ni/Au無電解メッキ法
によるウェハーバン
ピング 

75.5
商品の販売・製品の仕入 
資金の貸付 
役員の兼任 ４名 

ナガセケムテックス 
ウーシー 
コーポレーション 

中国 
無錫市 

千通貨 
RMB 28,970 

接着剤・電子用ハイ
テク化学品の製造販
売、技術サービス 

100.0
(50.0)

商品の販売、製品の仕入 
債務の保証 
役員の兼任 ２名 
転籍 １名 

ナガセプレシジョン 
プラスチックス 
シャンハイカンパニー 
リミテッド 

中国 
上海市 

千通貨 

RMB 16,512 
プラスチックトレイ
の成型 

99.0
(5.0)

商品の販売、製品の仕入 
債務の保証 
役員の兼任 １名 
出向 １名、転籍 １名 



  

  

 (注) １ ナガセケムテックス㈱は、特定子会社に該当します。 

２ 上記各会社は、いずれも有価証券届出書又は有価証券報告書を提出していません。 

３ 「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有割合であります。 

４ 日本ヴォパック㈱の持分は、100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため関連会社としております。 

５ ナガセアメリカホールディングスインコーポレーテッドは、平成17年12月31日において、ナガセアメリカコーポレーショ

ン、ナガセプラスチックスアメリカコーポレーション、ナガセカリフォルニアコーポレーションの３社を吸収合併し、ナ

ガセアメリカコーポレーションへ社名を変更しております。 

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合(％) 

関係内容 

(連結子会社) 
ナガセ 
インターナショナル 
エレクトロニクス 
リミテッド 

香港 
千通貨 

HK$ 10,000 

日本国外における電
子関連生産事業の管
理・運営 

100.0
(20.0)

商品の仕入販売 
役員の兼任 ３名 
出向 ２名 

(持分法適用関連会社) 

キョーラク㈱ 

  

大阪市中央区 200 合成樹脂製品の製造
販売 29.3

商品の販売、製品の仕入 
建物の賃貸 
役員の兼任 １名 

ソフィックス 
コーポレーション 

米国 
チャタヌガ市 

千通貨 
US$ 20,000 

感圧、感熱色素の製
造 49.0

債務の保証 
役員の兼任 １名 
出向 １名 

本州リーム㈱ 東京都中央区 100 
ファイバードラムの
製造販売、食品加工
機器の輸入販売 

40.0
商品の販売、製品の仕入 
役員の兼任 １名 
転籍 １名 

長瀬ランダウア㈱ 東京都中央区 88 放射線計測サービス 50.0

商品の仕入販売 
建物の賃貸 
役員の兼任 ２名 
転籍 １名 

日本ヴォパック㈱ 東京都千代田区 404 
倉庫業、貨物自動車
運送事業及び貨物運
送取扱事業 

19.9
土地の賃貸 
役員の兼任 １名 

㈱東洋ビューティ 
サプライ 東京都中央区 40 化粧品の受託製造 40.0

商品の販売、製品の仕入 
役員の兼任 ２名 
転籍 １名 

ギガテック㈱ 群馬県高崎市 97 高周波パワーアンプ
の設計、製造、販売 41.2

商品の販売、製品の仕入 
役員の兼任 １名 

サンデルタ㈱ 東京都千代田区 490 
樹脂製品の用途開発
ならびに加工製品の
製造販売 

50.0
商品の販売、製品の仕入 
役員の兼任 ４名 
出向 １名 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注)  従業員数は就業人員数を記載しております。なお、取締役兼務を除く執行役員は、従業員数に含めて記載しております。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数を記載しております。なお、取締役兼務を除く執行役員は、従業員数に含めて記載しております。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 定年制度……従業員の定年は、満60歳であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は、長瀬産業労働組合と称し、提出会社と労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

関係会社におきましても、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

化成品 901 

合成樹脂 1,167 

電子 897 

ヘルスケァ・他 330 

全社(共通) 209 

合計 3,504 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

872 38.8 13.1 8,830 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業の設備投資と個人消費の伸長により、緩やかではあるものの景気拡

大を続けてまいりました。雇用情勢にも明るさが見え始め、米国、中国等の景気動向の影響や、原油価格の高騰と

いった懸念材料はあるものの、新たな成長軌道に入ろうとしております。 

このような状況のもと、業績拡大に努めました結果、国内販売は3,884億円７千万円と前連結会計年度に比べ、

247億６千万円（＋6.8％）の増収、海外販売は2,595億５千万円と前連結会計年度に比べ476億２千万円（＋

22.5％）の増収となり、売上高は6,480億２千万円と前連結会計年度に比べ723億８千万円（＋12.6％）の増収とな

りました。 

利益面につきましては、売上高の増加等により営業利益は175億９千万円と前連結会計年度に比べ、43億４千万円

（＋32.7％）の増益となり、経常利益は187億９千万円と前連結会計年度に比べ、36億４千万円（＋24.0％）の増益

となりました。当期純利益は、固定資産および投資有価証券の売却益の計上により、128億９千万円と前連結会計年

度に比べ、25億円（＋24.2％）の増益となりました。 

  

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

① 化成品 

化成品事業は、最終用途が自動車に関連した分野を中心に売上が増加したほか、台湾、香港を含むグレーター

チャイナ圏への販売も大きく拡大したため、全体として好調に推移しました。 

当社の事業の中でも比較的川上寄りの取扱い商品が多い機能化学品関連は、塗料原料やウレタン原料といった

自動車業界に関連した分野が、国内外で大きく伸長しました。汎用化学品などは横ばいにとどまりましたが、合

成樹脂用の難燃剤などは、海外での販売を中心に増加し、全体としては好調に推移しました。 

染顔料など「色」に関係するビジネスをカバーしている色材関連は、液晶カラーフィルター用途を含む顔料

や、ＤＶＤやプラズマディスプレイ関連用途を含む色素などが伸長しました。染料や感熱・感圧紙用色素など

は、売上が減少しましたが、全体としては微増となりました。 

洗剤・化粧品などを含む家庭用トイレタリー商品の原料となる界面活性剤や工業用油剤など特殊化学品の原料

等を取扱うスペシャリティケミカル関連は、製造機能を担うグループ企業の中核的存在であるナガセケムテック

ス㈱のエポキシ化合物や、金属精密加工用のプロセスで用いられる製品を中心として売上が増加しました。 

医薬、農薬の原料・中間体や酵素などを取扱うファインケミカル関連は、食品添加物などを含む醗酵生産物等

の売上は微増となりましたが、医薬関連が微減となったほか、農薬関連の売上も減少傾向が継続し、全体として

売上が減少しました。 

この結果、売上高は2,692億６千万円と前連結会計年度に比べ、175億３千万円（＋7.0％）の増収となりまし

た。営業利益は64億９千万円と前連結会計年度に比べ11億３千万円（＋21.2％）の増益となりました。 

  

  



② 合成樹脂 

合成樹脂事業は、グレーターチャイナ圏を中心とする海外での売上増加が継続し、国内販売も自動車関連分野

が好調に推移したため、売上が大きく増加しました。 

機能性樹脂（エンジニアリングプラスチックス）および汎用樹脂の海外販売は、主に海外事業の中核として注

力しているグレーターチャイナ圏において、精密機器の外装材用途およびＣＤ・ＤＶＤなどのメディア関連用途

が好調で、前連結会計年度に引き続き売上が大きく増加しました。また精密機器関連用途は、国内の販売も拡大

しました。 

自動車業界向けの樹脂原料・部品および樹脂成形設備などの関連では、北米地区での内装材用途などの販売が

拡大したほか、国内での樹脂原料の販売も好調に推移したため、売上が増加しました。 

住設、建材用途での原料および製品ビジネスは、木質複合素材を用いた自社製品の販売を含めて、ほぼ前年並

みにとどまりました。 

合成樹脂関連における製品ビジネスの一環として行っている電子機器用の部品組立ビジネスは、売上規模は未

だ大きくないものの、今期も販売が拡大しました。 

グループ内の国内製造会社は、掃除機・洗濯機などの家電用や工業用などに使用される各種フレキシブルホー

ス・パイプ製造の東拓工業㈱は堅調に推移しましたが、合成樹脂着色・コンパウンドのセツナン化成㈱は売上が

ほぼ横ばいにとどまり、食品包装用トレー製造の寿化成工業㈱の売上は減少しました。 

この結果、売上高は2,292億７千万円と前連結会計年度に比べ、408億２千万円（＋21.7％）の増収となりまし

た。営業利益は66億７千万円と前連結会計年度に比べ23億８千万円（＋55.7％）の増益となりました。 

  

  

③ 電子 

電子事業は、精密研磨剤の関連や、液晶関連ビジネスから派生した部品ビジネスが好調に推移し、売上が増加

しました。 

ナガセケムテックス㈱等の自社グループ製品を中心とするビジネスは、変性エポキシ樹脂等の売上は増加しま

したが、液晶および半導体製造の前工程で使用されるフォトリソグラフィ用の供給・管理装置と薬液の売上が減

少し、全体としては微減となりました。 

液晶の後工程など、液晶ディスプレイに関連したビジネスでは、光学フィルムや液晶モジュールの仲介ビジネ

スは減少しましたが、液晶用部材加工や電子機器用のアルミ外装材のビジネスなどの派生ビジネスが伸長し、全

体としては売上が増加しました。 

半導体関連のシリコンウエハー加工などに使われる精密研磨剤等は国内、海外向けともに売上が増加しまし

た。また半導体製造の後工程で使用される封止材なども堅調に推移しました。 

自社製品の画像処理・表面検査装置は、順調に拡大しました。 

この結果、売上高は1,378億６千万円と前連結会計年度に比べ、152億３千万円（＋12.4％）の増収となりまし

た。営業利益は31億８千万円と前連結会計年度に比べ５億１千万円（＋19.2％）の増益となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

④ ヘルスケァ・他 

ヘルスケァ・他事業は、化粧品・健康食品はほぼ横ばいとなりましたが、メディカルケァ関連が減少したた

め、全体としては売上が減少しました。 

化粧品・健康食品関連は、訪問販売に経営資源を集中させた活動を行った結果、一部の健康食品関連で改善の

傾向が見られ、全体としては微増となりました。 

医療機関向けの臨床検査用の試薬や医療情報・臨床検査システムなどを取扱うメディカルケァ関連および放射

線の安全管理に関連した放射線測定ビジネスは、不採算の事業に関して、抜本的な見直しを行った結果、売上が

減少しました。 



この結果、売上高は116億１千万円と前連結会計年度に比べ、12億円（△9.4％）の減収となりました。営業利

益は９億４千万円と前連結会計年度に比べ３億２千万円（＋51.7％）の増益となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

① 日本 

素材市況の改善や自動車関連用途などの販売拡大による化成品事業、合成樹脂事業の伸びに加え、電子事業に

おける部品・部材の加工ビジネスが拡大したため、売上高は4,658億８千万円と前連結会計年度に比べ321億７千

万円（＋7.4％）の増収となりました。営業利益は118億４千万円と前連結会計年度に比べ30億３千万円（＋

34.4％）の増益となりました。 

  

② アジア 

合成樹脂事業におけるグレーターチャイナ圏での販売が伸長し、化成品事業および電子事業も堅調に推移した

ため、売上高は1,532億２千万円と前連結会計年度に比べ385億１千万円（＋33.6％）の増収となりました。営業

利益は56億５千万円と前連結会計年度に比べ、12億７千万円（＋29.1％）の増益となりました。 

  

③ 北米 

合成樹脂事業における自動車関連の売上が伸長したため、売上高は194億８千万円と前連結会計年度に比べ21億

２千万円（＋12.3％）の増収となりましたが、金型関連の子会社が赤字を計上した影響もあり営業損失は２千万

円となりました。 

  

④ その他の地域 

欧州における合成樹脂関連の販売が減少したため、売上高は94億１千万円と前連結会計年度に比べ４億３千万

円（△4.4％）の減収となりましたが、営業利益は１億１千万円と前連結会計年度に比べ３百万円（＋3.0％）の

増益となりました。 



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースでの現金及び現金同等物は、229億３千万円と前連結会計年度末に比べ57億２

千万円（＋33.2％）の増加となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動による現金及び現金同等物の減少額は23億４千万円となりました。これは税金

等調整前当期純利益を205億８千万円計上したものの、売上債権が219億４千万円増加し、また法人税等の支払額が

65億２千万円あったこと等によるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動による現金及び現金同等物の減少額は、前年同期比169.7％増の38億円となりま

した。これは投資有価証券の売却による収入25億６千万円や有形固定資産の売却による収入11億４千万円がありま

したが、投資を積極的に進めたことにより有形固定資産の取得による支出が36億８千万円、並びに投資有価証券お

よび出資金の取得による支出が33億４千万円あったこと等によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動による現金及び現金同等物の増加額は93億３千万円となりました。これは配当

金の支払額12億７千万があったものの、コマーシャルペーパーの発行50億円や短期借入金の増加28億９千万円およ

び長期借入による収入25億円があったこと等によるものです。 

  

  

２ 【販売の状況】 

「１ 業績等の概要」および「第５経理の状況 １ 連結財務諸表等 注記事項(セグメント情報)」を参照願いま

す。 

  

  

   



３ 【対処すべき課題】 

2006年４月より３ヵ年にわたる新たな中期経営計画「ＷＩＴ2008」（Ｗ：Wisdom 知恵、Ｉ：Intelligence 情

報、Ｔ：Technology 技術）をスタートさせました。この「ＷＩＴ2008」を、「持続的成長への体質強化」を行う

期間として位置付け、具体的に下記の全社戦略を設定し、実践してまいります。 

「ＷＩＴ2008」の最終年度である2009年３月期には、連結売上高7,700億円、連結営業利益240億円の達成を目指し

ます。 

(1) 事業基盤拡大 

ここでいう事業基盤とは、当社がこれまでに培ってきた数多くの優良取引先との関係であり、またアジア地域

を中心として世界中に拡がる数多くの事業拠点であり、様々な事業活動を行うことによって今日までに業界内で

築いてきた当社のポジションであると考えております。それらの基盤を拡大させることこそが、持続的成長を可

能にする第一の条件であると考えております。 

  

(2) 重点分野への積極投資 

重点分野への積極的かつ集中的な投資が、今後の持続的成長には欠かすことができません。これらの投資によ

って新たな事業基盤の拡大にも繋げることができると考えております。2006年３月までの中期経営計画「ＷＩＴ

２１」期間中より、さらに一段の投資額増加を計画しており、３年間で３００億円程度を想定しております。し

かしながら、技術・市場戦略との整合性を検証しながら、厳選された案件に対して投資を行うことも必要条件と

なります。 

  

(3) 高収益への体質改善 

経営目標として設定した連結営業利益の達成のためには、高収益ビジネスの比率を増大させることが必要で

す。グループ製造会社製品の売上比率を高めるだけでなく、グループ全体として、主導権を持った高付加価値ビ

ジネスの比率を高めることにより、利益率の改善を図ります。同時に不採算事業の見直し等も継続的に行ってま

いります。 

  

(4) 健全な財務体質の維持 

当社は今後もキャッシュ・フローを重視した経営を継続してまいります。営業キャッシュ・フローの改善に努

めるとともに、常に資産の見直しを行い、健全な財務体質の維持を重視してまいります。 

  

(5) リスクマネジメントの徹底 

事業構造の転換を図っていく過程で、様々な種類の新たなリスクが発生してくることが予測されます。このた

めナガセグループ全体として総合的なリスクマネジメント体制の確立が必要不可欠となります。これらのリスク

を常に認識・把握し、抑制させるための方策を実行いたします。またコンプライアンスの徹底や法制化に対応し

た内部統制システムの整備を行ってまいります。 

  

(6) 連結経営体制の整備 

従来から行っている連結経営体制の整備を更に進め、グループ内での戦略・情報の共有化と、経営資源の効率

化によってグループ経営の深化を図ります。また国内外の関係会社の新設・再編を行い、持続的成長を可能にす

るグループ運営体制を整備してまいります。 

  

(7) 人材の質・量の充実 

当社における最大の資産は「人」であるとの認識は変わっておらず、今後とも事業構造の変化や新たなビジネ

スに対応できる高度な専門性を持った多様な人材を積極的に確保し、また次世代リーダーとなる人材の計画的育

成を行ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 



当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項を記載しております。 

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末において判断したもので

あります。 

  

(1) 為替変動による影響について 

当社グループの事業は外貨による輸出・輸入取引があり、これら外貨建ての取引については為替の変動により

円換算後の価値に影響を与えます。これらの取引に対し為替予約によるヘッジを行い為替変動リスクを最小限に

止める努力をしておりますが、当社グループの経営成績および財政状態に影響を与える可能性があります。ま

た、当社グループは海外に現地法人を有しており、外貨建ての財務諸表を作成しております。連結財務諸表の作

成にあたっては、これらを日本円に換算する際の為替レート変動に伴う換算リスクがあります。 

  

(2) 海外事業活動にかかるリスク 

当社グループの販売および生産は東南アジア諸国、欧米、中国を中心とした海外での活動の割合が高まってお

ります。当社グループは現地動向を随時把握の上、適切に対応していく方針でありますが、現地の法的規制や慣

習等に起因する予測不能な事態が発生し、当社グループの経営成績および財政状態に影響を与える可能性があり

ます。 

  

(3) 株価変動による影響について 

当社グループは取引先を中心に市場性のある株式を保有しており、これらは株価の変動によるリスクを負って

います。それらのリスクに対し、所有株式を継続的に見直し、整理する等リスクを軽減する施策を講じておりま

すが、当社グループの経営成績および財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

(4) 新規の投資にかかるリスク 

当社グループの事業展開としては、マージン率の低い仲介型ビジネスから、より付加価値の高いビジネスへの

展開を図っております。そのため、Ｒ＆Ｄセンターおよび製造子会社を持つこと等により高い技術・情報の提供

を武器に、新規ビジネスへの積極的な投資および戦略的な商権の買い取り等の施策を講じております。しかし、

それらの施策は従来の事業リスクの低い仲介ビジネスと異なり潜在リスクの高まりとなることから、当社グルー

プの経営成績および財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

(5) 製品の品質にかかるリスク 

当社グループはより高い付加価値を顧客に提供するためにＲ＆Ｄセンターおよび製造子会社を有しておりま

す。それらの提供する技術・製品の品質には細心の注意を払っております。しかしながら当該製品の不具合等に

より、販売の停止および回収の必要性等、当社グループの経営成績および財政状態に影響を与える可能性があり

ます。 

  

(6) 多種類の化学品の取扱いにかかるリスク 

当社グループは化学品を主体として広範な用途で多種類の商品を輸出および輸入しております。輸出については

国際的な平和や安全を維持することを一つの目的とした「外国為替及び外国貿易法」や「輸出貿易管理令」など

の法規制の適用を受け、また、輸入については「化学物質の審査および製造等の規制に関する法律（化審法）」

などの法規制の適用を受けています。これらに対し「安全保障貿易管理委員会」と「化学品管理委員会」を設置

し当該法規制の遵守活動に努めておりますが、これらの法規制に抵触した場合、事業活動に制約を受け、当社グ

ループの経営成績および財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

  該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、グループの総合力を結集し、新たな製品の開発と技術情報を発信することを目的に研究開発活動



を行っております。 

現在、Ｒ＆Ｄセンターにおいては、ユーザーニーズに基づいた製品開発、応用研究を進めております。主な研究開

発テーマは、有機合成、バイオ（微生物・酵素）を活用したキラル技術に関するもの、天然物素材の探索・評価技術

に関するものであり、また、主要な製造子会社であるナガセケムテックス㈱との協業も進めております。キラル合成

技術や酵素を用いた発酵技術の医薬中間体への応用研究、天然抽出物の化粧品、健康食品への展開など、同センター

の技術開発力は顧客から高い評価を得ております。また、顧客ニーズを的確に把握するマーケティングネットワーク

と当社のグループ企業に蓄積された有機合成・配合技術を利用し、樹脂添加剤やコーティング材などの開発・拡販を

進めております。このような活動を通して数多くの特許出願も行い、収益の拡大を図っております。なお、当連結会

計年度における研究開発費用の総額は、24億２千万円であります。 

  

７ 【財政状態および経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針および見積り 

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。 

この連結財務諸表の作成に際し、当連結会計年度末における資産・負債の報告数値ならびに報告期間における収

益・費用の報告数値に影響を与える貸倒懸念債権、退職給付債務、法人税等などの見積りを行っております。これ

らの見積りについては、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づいて継続して評価・判断を行

っておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度における売上高は、6,480億２千万円と前連結会計年度に比べ723億８千万円（＋12.6％）の増収

となりました。 

国内販売は、安定的な化成品事業をベースに、合成樹脂事業における自動車関連ビジネスが好調であったことか

ら3,884億７千万円と前連結会計年度に比べ247億６千万円（＋6.8％）の増収となりました。海外販売は、化成品事

業において塗料・ウレタン関連が好調であったことに加え、合成樹脂事業において機能性樹脂関連の販売が、グレ

ーターチャイナ圏を中心として継続的に伸長したため、2,595億５千万円と前連結会計年度に比べ476億２千万円

（＋22.5％）の増収となりました。 

なお、事業の種類別、所在地別のセグメントの概況につきましては「１ 業績等の概要 （1）業績」をご参照下

さい。 

営業利益は、175億９千万円と前連結会計年度に比べ43億４千万円（＋32.7％）の増益となりました。これは増収

により売上総利益が増益となったことなどによるものであります。 

経常利益は、187億９千万円と前連結会計年度に比べ36億４千万円（＋24.0％）の増益となりました。営業外損益

は12億円の収益超過となっており、これは関連ビジネスにおける取引先への投資等からの経常的な受取配当金の計

上等によるもので前連結会計年度に引き続き、営業外費用を上回る営業外収益を計上しております。 

税金等調整前当期純利益は、205億８千万円と前連結会計年度に比べ30億２千万円（＋17.2％）の増益となりまし

た。これは固定資産および投資有価証券の売却益の計上によるものであります。 

これらの結果、当期純利益は、128億９千万円と前連結会計年度に比べ25億円（＋24.2％）の増益となりました。

  

(3) 財政状態の分析 

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ614億８千万円増加し、3,967億７千万円となりまし

た。流動資産は主に売上の増加に伴う売掛債権の増加等により前連結会計年度末に比べ316億３千万円増加し、

2,662億９千万円となりました。固定資産は、製造子会社での設備投資、株価の上昇による投資有価証券の増加等に

より前連結会計年度末に比べ298億４千万円増加し、1,304億７千万円となりました。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ310億４千万円増加し、1,943億９千万円となりました。流動負債は、仕入

の増加に伴う買掛債務の増加や短期借入金の増加およびコマーシャルペーパーの発行等により前連結会計年度末に

比べ189億９千万増加し、1,602億４千万円となりました。固定負債は株価の上昇に伴うその他有価証券の含み益が

増加したことによる繰延税金負債の増加等により前連結会計年度末に比べ120億４千万円増加し、341億４千万円と

なりました。 



資本合計は、前連結会計年度末に比べ295億２千万円増加し、1,966億２千万円となりました。これは当期純利益

の計上による利益剰余金の増加に加え、株価の上昇によりその他有価証券の含み益の資本計上額が増加したことに

よるものです。 

以上の結果、株主資本比率は0.2ポイント低下し、49.6％となりました。 

  

(4) 資本の財源および資金の流動性についての分析 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ57億２千万円（＋33.2％）増加し、

229億３千万円となりました。 

売上の増加に伴う売上債権の増加が219億４千万円あったこと等により、営業活動で23億４千万円のキャッシュ・

アウトとなりました。さらに固定資産の取得、投資有価証券の売買などの投資活動に38億円使用しました。これら

に対し短期借入金、コマーシャルペーパーの発行等財務活動にて93億３千万円調達しております。 

  

(5) 経営者の問題意識と今後の方針について 

当社は、「知恵をビジネスにする技術・情報企業」というスローガンを掲げ、当社のもつ「技術」と「情報」

に、経験を加えた「知恵」を駆使し、商社でも製造業でもない、両者の機能を合わせ持ったユニークな存在を目指

しております。そして顧客から事業遂行のパートナーとして選ばれるべく、その機能を強化し事業提案をし続けて

まいります。 

これらを踏まえ、新たな中期経営計画「ＷＩＴ2008」においては、以下の「目指す姿」を設定いたしました。 

  

① 持続的な成長を可能にする強固な事業基盤を維持、拡大し続けている。 

② 戦略的に集積した技術を生かした独自の事業形態を持っていると市場から認識されている。 

③ ナガセの機能が付加価値を生んでいるナガセ主導型事業の占める割合が高まっている。 

④ ＣＳＲ（企業の社会的責任）を重視した経営を行っている。 

  

現在においては、顧客や市場からの要求は多様化しており、旧来型の単純な仲介機能によるビジネスでは、その

要求に応えることができません。中期経営計画「ＷＩＴ2008」は、上に掲げた「目指す姿」に向うための「体質強

化」を行う期間として位置付け、「攻め」と「守り」双方のバランスをとりながら、ともに強化してまいります。 

具体的には、「３ 対処すべき課題」でも述べております「事業基盤拡大」、「重点分野への積極投資」、「高

収益への体質改善」の３点を「攻め」の戦略として、「健全な財務体質の維持」、「リスクマネジメントの徹

底」、「連結経営体制の整備」の３点を「守り」の戦略として実践してまいります。さらにこれらの前提条件とし

て「人材の質・量の充実」を図ります。 

これらの戦略をグループ内すべての組織において実践・徹底することが、最も重要な使命であると考えておりま

す。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、化成品、電子部品の製造設備を中心に37億６千万円の設備投資を実施しま

した。 

事業の種類別セグメントの設備投資について示しますと、次のとおりであります。 

化成品においては、製造子会社における工業薬品、医薬品、酵素剤等の製造設備も含め14億円の設備投資を実施し

ました。 

合成樹脂においては、当社及び製造子会社における樹脂成形・製造設備等も含め６億７千万円の設備投資を実施し

ました。 

電子においては、当社及び製造子会社における電子部品関連の製造設備等も含め13億７千万円の設備投資を実施し

ました。 

ヘルスケァ・他においては、３億２千万円の設備投資を実施しました。 

なお、所要資金につきましては、自己資金及び借入金によっております。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

(注) 東京本社においては、大型コンピューターをレンタルしております(101百万円／年)。 

  

(2) 国内子会社 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

その他 合計 

大阪本社 
(大阪市西区) 

共通 
その他 
設備 

1,285 48
239
(2.8)

47 1,621 197

東京本社 
(東京都中央区) 

共通 
その他 
設備 

1,456 112
3,058
(3.3)

473 5,100 585

名古屋支店 
(名古屋市中区) 

共通 
その他 
設備 

348 2
8

(0.9)
225 585 47

研究開発センター 
(神戸市西区) 

共通 
研究開発 
施設設備 

536 2
221
(11.6)

86 846 27

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

その他 合計 

ナガセケム
テックス㈱ 

播磨事業所 
(兵庫県龍野
市) 

化成品・ 
電子 

工業薬品等 
製造設備 

1,702 1,363
185
(90.4)

437 3,689 287

ナガセケム
テックス㈱ 

福知山事業
所 
(京都府福知
山市) 

化成品 
医薬品中間
体製造設備 

1,194 885
771

(100.1)
113 2,965 109

東拓工業㈱ 

関西りんく
う工場 
(大阪府泉南
郡田尻町) 

合成樹脂 
合成樹脂製
品製造設備 

2,187 435
―
(―)

33 2,657 112

ナガセ医薬
品㈱ 

伊丹事業所 
(兵庫県伊丹
市) 

化成品 
医薬品等 
製造設備 

995 594
292
(16.5)

72 1,954 71



(3) 在外子会社 

  

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設、除却等の計画は、特にありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

その他 合計 

ナガセファ
インケムシ
ンガポール
リミテッド 

本社・工場 
(シンガポー
ル) 

電子 
液晶用製造
等化学薬品
製造設備 

439 630
―
(―)

44 1,114 21

カナダモー
ルドテクノ
ロジーイン
コーポレー
テッド 

本社・工場 
(カナダ 
ウッドスト
ック市) 

合成樹脂 
金型製造 
設備 

323 378
29

(24.2)
2 734 69



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 346,980,000 

計 346,980,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成18年６月29日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 138,408,285 138,408,285

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 138,408,285 138,408,285 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算定方式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成14年６月27日） 

  
事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数（個）  ７ (注) １  ７ (注) １ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,000 7,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり565 (注) ２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月１日～ 

平成19年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格  565
１株当たり資本組入額 283 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権者は、当社就業

規則による懲戒解雇および諭

旨解雇ならびにこれに準じた

事由に伴う退任または退職の

場合、新株予約権を行使でき

ないものとする。 

 新株予約権者が死亡した場

合、その相続人による新株予

約権の相続は認めない。 

 新株予約権の質入れその他

一切の処分は認めない。 

 新株予約権者は権利行使す

る日の前日の当社株式普通取

引の東京証券取引所における

終値が１株当たりの払込金額

に1.2を乗じた金額（１円未

満の端数は切り上げ）を上回

っている場合に限り、当社に

対し権利行使の申し込みを行

うことができる。 

 その他の条件については、

当社と対象者との間で締結す

る「新株予約権付与契約」に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割(又は併合)の比率 



  

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（ただし、時価発行として行う公募増資ならびに新株

予約権および新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

株主総会の特別決議日（平成15年６月27日） 

  
事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数（個）  138 (注) １ 125 (注) １ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 138,000 125,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり657 (注) ２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月１日～ 

平成20年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格  657
１株当たり資本組入額 329 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権者は、当社就業

規則による懲戒解雇および諭

旨解雇ならびにこれに準じた

事由に伴う退任または退職の

場合、新株予約権を行使でき

ないものとする。 

 新株予約権者が死亡した場

合、その相続人による新株予

約権の相続は認めない。 

 新株予約権の質入れその他

一切の処分は認めない。 

 新株予約権者は権利行使す

る日の前日の当社株式普通取

引の東京証券取引所における

終値が１株当たりの払込金額

に1.2を乗じた金額（１円未

満の端数は切り上げ）を上回

っている場合に限り、当社に

対し権利行使の申し込みを行

うことができる。 

 その他の条件については、

当社と対象者との間で締結す

る「新株予約権付与契約」に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算定方式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（ただし、時価発行として行う公募増資ならびに新株

予約権および新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割(又は併合)の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

株主総会の特別決議日（平成16年６月29日） 

  事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数（個） 759 (注) １ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 759,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり1,023 (注) ２ 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年８月１日～
平成21年７月31日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格 1,023
１株当たり資本組入額 512 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権者は、当社就業

規則による懲戒解雇および諭

旨解雇ならびにこれに準じた

事由に伴う退任または退職の

場合、新株予約権を行使でき

ないものとする。 
 新株予約権者が死亡した場

合、その相続人による新株予

約権の相続は認めない。 
 新株予約権の質入れその他

一切の処分は認めない。 
 新株予約権者は権利行使す

る日の前日の当社株式普通取

引の東京証券取引所における

終値が１株当たりの払込金額

に1.2を乗じた金額（１円未

満の端数は切り上げ）を上回

っている場合に限り、当社に

対し権利行使の申し込みを行

うことができる。 
 その他の条件については、

当社と対象者との間で締結す

る「新株予約権付与契約」に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算定方式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（ただし、時価発行として行う公募増資ならびに新株

予約権および新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割(又は併合)の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  

  
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算定方式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（ただし、時価発行として行う公募増資ならびに新株

予約権および新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成17年６月28日） 

  事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数（個） 762 (注) １ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 762,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり1,169 (注) ２ 同左 

新株予約権の行使期間 平成19年８月１日～
平成22年７月31日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格 1,169
１株当たり資本組入額 585 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権者は、当社就業

規則による懲戒解雇および諭

旨解雇ならびにこれに準じた

事由に伴う退任または退職の

場合、新株予約権を行使でき

ないものとする。 
 新株予約権者が死亡した場

合、その相続人による新株予

約権の相続は認めない。 
 新株予約権の質入れその他

一切の処分は認めない。 
 新株予約権者は権利行使す

る日の前日の当社株式普通取

引の東京証券取引所における

終値が１株当たりの払込金額

に1.2を乗じた金額（１円未

満の端数は切り上げ）を上回

っている場合に限り、当社に

対し権利行使の申し込みを行

うことができる。 
 その他の条件については、

当社と対象者との間で締結す

る「新株予約権付与契約」に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 
同左 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割(又は併合)の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



  

  

なお、平成18年６月28日開催の定時株主総会においても新株予約権の追加発行をすることを決議しております。 

内容につきましては、「(7) ストックオプション制度の内容」に記載しております。 

  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 発行済株式総数の増減は、利益による自己株式の消却によるものであります。 

  

       
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額

(百万円) 

資本金残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年４月１日 
～ 

平成14年３月31日 
△529,000 138,408,285 ― 9,699 ― 9,634 



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式10,388,969株は、「個人その他」に10,388単元、「単元未満株式の状況」に969株含めております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が７単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 当社の自己株式10,388千株(7.51％)は上記表には含めておりません。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 
単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 73 27 245 119 1 4,210 4,675 ―

所有株式数 
(単元) 

― 54,447 446 25,156 19,056 1 38,584 137,690 718,285

所有株式数 
の割合(％) 

― 39.55 0.32 18.27 13.84 0.00 28.02 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
㈱ 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 9,852 7.12

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱ 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 9,173 6.63

住友信託銀行㈱ 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 6,131 4.43 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 4,377 3.16 

長 瀬   洋 東京都世田谷区 4,165 3.01 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内 

3,984 2.88

長 瀬 令 子 東京都大田区 3,522 2.54 

三井住友海上火災保険㈱ 東京都中央区新川２丁目27番２号 2,951 2.13 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,825 2.04 

㈱長瀬舜造 
大阪市中央区瓦町２丁目３番10号
キョーラク㈱内 

2,749 1.99

計 ― 49,730 35.93 

   日本マスタートラスト信託銀行㈱ 9,852千株

   日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 9,173千株

   住友信託銀行㈱ 353千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株（議決権7個）含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式に含まれている自己保有株式及び相互保有株式は次のとおりであります。 

自己保有株式     969株 

相互保有株式 

キョーラク㈱   591株 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

（相互保有株式） 

普通株式 10,388,000

普通株式 129,000

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 127,173,000 127,173 同上 

単元未満株式 普通株式 718,285 ― 同上 

発行済株式総数 138,408,285 ― ― 

総株主の議決権 ― 127,173 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 

長瀬産業㈱ 
大阪市西区新町 
１丁目１番17号 

10,388,000 － 10,388,000 7.51

(相互保有株式) 

キョーラク㈱ 
大阪市中央区瓦町 
２丁目３番10号 

129,000 － 129,000 0.09

計 ― 10,517,000 － 10,517,000 7.60 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づく新株予約権方式によるストックオプション制度 
  

  

  

  

  

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 10 

当社執行役員 14 

当社幹部従業員 37 

当社子会社取締役 17 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 ８ 

当社監査役 ４ 

当社執行役員 12 

当社幹部従業員 215 

当社子会社取締役およびこれに準ずる者 51 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年６月29日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 10 

当社監査役 ４ 

当社執行役員 11 

当社幹部従業員 195 

当社子会社取締役およびこれに準ずる者 64 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成17年６月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 ９ 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく新株予約権方式によるストックオプション制度 

当社監査役 ４ 

当社執行役員 13 

当社幹部従業員 196 

当社子会社取締役およびこれに準ずる者 66 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成18年６月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役、執行役員、テクノロジーオフィサー及び幹部従業員なら

びに子会社の取締役およびこれに準ずる者 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 850,000株を上限とする 



  
(注) １ 上記以外のその他細目事項については、平成18年６月28日開催の定時株主総会以後に開催される取締役会決議により定め

ます。 

２ 行使価額は、新株予約権を割り当てる日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。 

ただし、その金額が新株予約権を割り当てる日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日に

終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値。）を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または株式併合の比

率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 取締役に対する新株予約権付与は、会社法第361条第1項第3号の報酬等に該当いたします。 

新株予約権の行使時の行使価額（円）  (注)２ 

新株予約権の行使期間 平成20年８月１日から平成23年７月31日まで 

新株予約権の行使の条件 ① 新株予約権者は、当社就業規則による懲戒解雇および諭旨解雇な

らびにこれに準じた事由に伴う退任または退職の場合、新株予約

権を行使できないものとする。 

② 新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の相

続は認めない。 

③ 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めない。 

④ 新株予約権者は権利行使する日の前日の当社株式普通取引の東京

証券取引所における終値が行使価額に1.2を乗じた金額（１円未

満の端数は切り上げ）を上回っている場合に限り、当社に対し権

利行使の申し込みを行うことができる。 

⑤ その他の条件については、平成18年6月28日開催予定の当社第91

回定時株主総会および同総会以後に開催される取締役会決議に基

づき、当社と対象者との間で締結する「新株予約権付与契約」に

定めるところによる。なお、当社は新株予約権の付与に際し、新

株予約権者に上記①～④の条件を強化した内容で「新株予約権付

与契約」を締結することができる。 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要するものとする。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額  ×
１ 

分割・併合の比率



  
また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会社法第194条

の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求。）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券もし

くは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の

転換または行使の場合を除く。）、上記の行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 

  

  

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己株式数を控

除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替える。 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする場合には、合

併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができる。 

調 整 後 

行使価額 
＝ 

調 整 前 

行使価額 
× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×1株当たり払込価額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  
２ 【自己株式の取得等の状況】 

【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

(1) 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

提出会社は、企業体質の一層の充実強化と収益力の向上を図り、株主の皆様への安定的な配当を継続して行うこと

を基本方針といたしております。当期の利益配当金につきましては、安定的な配当を行うと同時に業績が順調に推移

いたしましたので、株主の皆様のご支援にお応えするため、前期の１株当たり10円より増配し、普通配当15円を導入

することに決定いたしました。 

また、平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款変更し、当社の経営状況等に応じて柔軟かつ適切に株主

の皆様に対する利益還元を実施できるよう中間配当制度を新設いたしました。 

内部留保した資金の使途につきましては、今後の事業活動ならびに経営基盤の強化に有効活用していく考えであり

ます。なお、平成14年度からグループ社員の業績向上への意欲と士気を高め、株主の皆様との利害を共有化すること

により、企業価値の一層の増大を図ることを目的にストックオプション制度を導入しております。当期におきまして

も、当社取締役、執行役員、テクノロジーオフィサーおよび幹部従業員ならびに当社子会社の取締役およびこれに準

ずる者に対しストックオプションとしての新株予約権を発行いたしました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第87期 第88期 第89期 第90期 第91期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 650 615 981 1,179 1,630 

最低(円) 485 495 513 782 922 

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,470 1,503 1,476 1,471 1,600 1,630 

最低(円) 1,263 1,312 1,358 1,352 1,387 1,457 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 

取締役会長 

  長 瀬 英 男 昭和５年11月17日 昭和30年11月 長瀬産業㈱に勤務 

361 

昭和38年９月 東京支店副支店長 

昭和38年９月 取締役に就任 

昭和41年５月 代表取締役(現)・常務取締役に就任 

昭和50年５月 専務取締役に就任 

昭和57年１月 取締役副社長に就任 

昭和62年６月 取締役社長に就任 

平成11年６月 取締役会長に就任(現) 

代表取締役 

取締役社長 

  長 瀬   洋 昭和24年７月18日 昭和52年４月 長瀬産業㈱に勤務 

4,165 

昭和63年４月 合成樹脂第二部長 

平成元年６月 取締役に就任・合成樹脂第二部本部長 

平成３年11月 貿易業務部本部長兼務 

平成５年６月 電子部本部長兼務 

平成７年４月 電子・情報材料部本部長 

平成７年６月 常務取締役に就任 

平成９年４月 総合企画室長 

平成９年６月 代表取締役(現)・専務取締役に就任 

平成11年６月 取締役社長に就任(現) 

平成13年６月 執行役員兼務(現) 

代表取締役 
  

営業部門全般

担当 
  
ビューティケ

ア製品事業部

担当 
営業業務推進

室担当 
新規事業開発

室担当 
マーケティン

グ企画室担当 

柴 田 嘉 三 昭和19年９月５日 昭和44年４月 長瀬産業㈱に勤務

21

平成10年９月 総合企画室統括

平成11年６月 取締役に就任・総合企画室長

平成11年10月 電子商取引推進チーム担当兼務 
平成13年６月 執行役員に就任・機能化学品事業部本部

長兼化成品総括室長 
平成14年10月 化成品企画室長兼務

平成15年１月 スペシャリティケミカル事業部本部長兼

務 
平成15年４月 化成品部門担当兼務

平成15年６月 取締役に就任

平成16年４月 常務執行役員に就任・営業全般担当 
平成17年４月 合成樹脂事業担当兼ライフサイエンス事

業担当兼ファインケミカル事業部担当兼

ビューティケア製品事業部担当（現）兼

工業材料事業部担当兼環境材料事業部担

当兼営業業務推進室担当(現)兼新規事業

開発室長兼マーケティング企画室長 
平成18年４月 代表取締役に就任(現)・専務執行役員に

就任(現) 
平成18年４月 営業部門全般担当(現)兼新規事業開発室

担当(現)兼マーケティング企画室担当

(現)兼務 
代表取締役 管理部門全般

担当 
  
経営管理室長 
財務部本部長 
経理部本部長 
  

鶴 岡   誠 昭和23年12月５日 昭和46年４月 長瀬産業㈱に勤務

20

平成11年11月 財務部統括

平成13年６月 執行役員に就任・財務部本部長 
平成15年４月 財務グループ本部長兼経理グループ本部

長兼総務グループ本部長 
平成15年６月 取締役に就任

平成16年４月 財務・経理・総務担当

平成17年４月 財務部本部長(現)兼経理部本部長(現)兼

法務審査部本部長兼大阪管理部本部長兼

情報企画室長 
平成18年４月 代表取締役に就任(現)・常務執行役員に

就任(現) 
平成18年４月 管理部門全般担当(現)兼経営管理室長

(現)兼務 



  

  

  

  

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 合成樹脂事業

担当 

自動車関連事

業担当 

工業材料事業

部担当 

自動車材料事

業部担当 

環境材料事業

部担当 

名古屋支店担

当 

長 瀬 玲 二 昭和30年６月24日 昭和53年４月 通商産業省に入省 
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平成６年６月 同省を退職 

平成６年７月 長瀬産業㈱に勤務 

平成７年４月 管理室統括 

平成７年６月 取締役に就任・化成品総括室長兼合樹・

工業材料総括室長兼管理室室長兼監査室

事務取扱兼機器システム室長 

平成７年12月 総合企画室長・新規事業開発室長兼務 

平成９年４月 電子・情報材料部本部長兼務 

平成11年６月 常務取締役に就任・新規事業開発室担当

兼務 

平成11年９月 電子事業本部事業本部長 

平成13年６月 執行役員兼務 

ナガセケムテックス㈱担当 

平成15年４月 常務執行役員兼務（現） 

平成15年６月 取締役に就任（現） 

平成17年４月 自動車関連事業担当(現)兼機能化学品事

業部担当兼自動車材料事業部担当(現)兼

名古屋支店担当(現) 

平成18年４月 合成樹脂事業担当(現)兼工業材料事業部

担当(現)兼環境材料事業部担当(現)兼務 

取締役 ライフサイエ

ンス事業担当 
ファインケミ

カル事業部担

当 
研究開発セン

ター担当 
ナガセケムテ

ックス㈱担当 

図 子 恭 一 昭和23年４月９日 昭和46年４月 長瀬産業㈱に勤務

11

平成13年４月 電子事業本部ファインプロセステクノロ

ジー部統括兼機能材料部統括兼電子材料

部統括兼マイクロアセンブリ部統括 
平成13年６月 執行役員に就任・電子第一事業部本部長

兼電子材料部統括 
平成15年４月 電子部門担当・電子総括室長兼務 
平成15年６月 取締役に就任(現)

平成16年４月 営業全般担当

平成17年４月 ナガセケムテックス㈱担当(現) 
平成18年４月 常務執行役員に就任(現)

平成18年４月 ライフサイエンス事業担当(現)兼ファイ

ンケミカル事業部担当(現)兼研究開発セ

ンター担当(現)兼務 
(主な兼職) ナガセケムテックス㈱代表取締役社長 

取締役 化成品事業担

当 
色材事業部担

当 
機能化学品事

業部担当 
スペシャリテ

ィケミカル事

業部担当 
情報・機能資

材事業部担当 

浅 見 栄 二 昭和21年11月７日 昭和45年４月 長瀬産業㈱に勤務

17

平成11年４月 化成品第一事業本部画像・記録材料部統

括 
平成13年６月 執行役員に就任・コーティング・イメー

ジングマテリアル事業部本部長 
平成16年４月 色材事業部担当(現)兼機能化学品事業部

担当兼スペシャリティケミカル事業部担

当(現) 
平成16年６月 取締役に就任(現)

平成17年４月 化成品事業担当(現)兼情報・機能資材事

業部担当(現) 
平成18年４月 常務執行役員に就任(現)

平成18年４月 機能化学品事業部担当（現）兼務 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（千株） 

取締役 電子事業担当 
電子化学品事

業部担当 
ディスプレイ

永 島 一 夫 昭和24年３月30日 昭和48年４月 長瀬産業㈱に勤務

平成11年９月 電子事業本部表示デバイス部統括 
平成13年４月 電子事業本部通信・画像システム部統括

兼電子メディア部統括 



事業部担当 
ウェハーバン

ピング事業推

進室担当 

平成13年６月 執行役員に就任(現)・電子第二事業部本

部長兼電子総括室長 

15

平成15年４月 ヘルスケァ事業部副本部長兼務 
平成16年４月 電子第一事業部担当兼電子第二事業部担

当兼電子第二事業部長兼メディカルケァ

製品事業部長 
平成16年６月 取締役に就任(現)

平成17年４月 電子事業担当(現)兼電子化学品事業部担

当(現)兼ディスプレイ事業部担当(現)兼

メディカルケア製品事業部担当 
平成18年４月 ウェハーバンピング事業推進室担当

（現）兼務 
取締役   新 美 春 之 昭和11年４月５日 昭和35年１月 シェル石油㈱入社

3

昭和60年１月 昭和シェル石油㈱常務取締役に就任 
平成５年３月 同社専務取締役就任

平成５年９月 同社代表取締役副社長就任

平成７年３月 同社代表取締役会長(現)

平成10年２月 同社社長兼務

平成16年６月 当社取締役に就任(現)

(主要な兼職) 昭和シェル石油㈱代表取締役会長 
取締役   後 藤 卓 也 昭和15年８月19日 昭和39年４月 花王石鹸㈱入社

－

平成２年６月 花王㈱取締役に就任

平成３年７月 同社常務取締役就任

平成８年６月 同社専務取締役就任

平成９年６月 同社代表取締役社長就任

平成16年６月 同社取締役 取締役会会長就任(現) 
平成17年６月 当社取締役に就任(現)

(主要な兼職) 花王㈱取締役 取締役会会長



  

                  
(注) １ 取締役 新美春之及び後藤卓也は社外取締役であります。 

２ 監査役 山下秀男及び木村榮作は社外監査役であります。 

３ 当社は、意思決定の迅速化と業務執行の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。 

執行役員は20名で、上記取締役兼務者７名の他に、常務執行役員 情報・機能資材事業部長 馬場信吾、常務執行役員 人

事総務部担当・監査室担当・法務審査部本部長・情報企画室長 倉光幸司、アセアン地区担当 菅 正道、中国地区担当 

北口 治、ファインケミカル事業部長 野尻増浩、自動車材料事業部長 日高政雄、機能化学品事業部長 山口俊郎、名古

屋支店長 竹内政美、営業業務推進室長 森清 修、報映産業㈱担当 佐柳一志、工業材料事業部長 川尻俊一 、人事総務

部本部長・大阪管理部本部長 松木健一、色材事業部長 花本博志で構成されています。 

４ 当社は、平成18年6月28日開催の第91回定時株主総会の決議により、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に

備え、会社法第329条第2項に定める補欠監査役1名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

  
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株数
（千株） 

監査役 
(常勤) 

  岡 部 俊 輔 昭和18年11月14日 昭和43年４月 長瀬産業㈱に勤務 

11

平成８年７月 ナガセホンコンリミテッドＣＯＯ 

平成13年６月 執行役員に就任・合成樹脂事業部本部長

補佐 

平成15年６月 監査役に就任(現) 

監査役 
(常勤) 

  山 下 秀 男 昭和24年11月23日 昭和47年４月 ㈱住友銀行入行 

―

平成12年10月 同行本店支配人・神田法人営業部長 

平成14年６月 ㈱三井住友銀行本店上席調査役 

平成16年６月 同行を退職 

平成16年６月 監査役に就任(現) 

監査役   柏 田 裕 弘 昭和15年４月19日 昭和38年４月 長瀬産業㈱に勤務 
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平成５年４月 財務部統括 

平成７年６月 取締役に就任・貿易業務部本部長・財務

部副本部長兼務 

平成８年10月 物流企画室長 

平成９年４月 情報システム部本部長兼務 

平成11年11月 業務推進部本部長兼情報企画室長 

平成13年６月 執行役員兼務 

監査室管掌兼業務推進部管掌兼法務・審

査部本部長 

平成14年６月 監査役に就任(現) 

監査役   木 村 榮 作 大正15年９月４日 昭和27年４月

昭和63年12月

平成元年10月

平成７年６月

検事任官 

大阪高等検察庁検事長 

弁護士登録(現) 

監査役に就任(現) 

― 

計 4,667 

氏名 生年月日 略歴 所有株数 
（千株） 

高 野 利 雄 昭和18年４月18日 昭和43年４月 札幌地検検事 

― 

昭和62年３月 東京地検特別捜査部副部長 

平成７年７月 甲府地検検事正 

平成12年11月 東京地検検事正 

平成13年11月 仙台高検検事長 

平成16年１月 名古屋高検検事長 

平成17年４月 財団法人 国際研修協力機構 理事長（現） 

ブレークモア法律事務所弁護士 

平成18年２月 高野弁護士事務所（現） 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営理念として以前より「誠実に正道を歩む活動」を掲げており、ますますグローバル化する中「コー

ポレート・ガバナンスの充実」が必要と認識しております。また、継続的な企業価値の向上のため、経営における

「迅速な意思決定と実行」、「透明性の確保」が重要と考えております。 

  

(1) 会社の機関の内容、内部統制システムの整備及びリスク管理体制の整備の状況等 

① 会社の機関の内容 

当社では、監査役制度を採用する中で、執行役員制度を2001年６月から導入しており、現行経営体制は、取締

役10名（内、社外取締役２名）、執行役員20名（内、取締役兼務者７名）、監査役４名（内、社外監査役２名）

であります。取締役会を「経営方針・戦略の意思決定機関及び業務執行を監督する機関」として明確に位置づ

け、毎月の定例取締役会を開催し、重要事項の決議、業績の進捗についても議論し対策等を検討しております。

監査役は取締役会等重要会議に出席する他、監査役会で定めた監査の方針、業務分担に基づき、会社の業務や財

産の状況に関する調査や必要に応じて子会社に対して営業の報告を求めるなどを通じて、取締役・執行役員の業

務執行を綿密に監視しています。執行役員は、それぞれ営業関連については「事業部長会」、管理関連について

は「部長会」に参加し、各部からの現状報告をもとに議論の上、具体的対策等を決定しております。その他、当

社の経営を客観的に見てもらい、チェックやアドバイスを受けることが重要と考え、アドバイザリーボードを設

置し社外有識者にアドバイザーをお願いしております。 

  

② 内部統制システムの整備及びリスク管理体制の整備の状況 

新会社法施行に伴い、平成18年５月23日開催の取締役会において以下のとおり決議いたしました。 

a）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

法令等の遵守のための基本方針や行動基準を定め、必要に応じ外部の専門家を起用し法令定款違反行為を未

然に防止することとする。また、取締役が他の取締役の法令定款違反行為を発見した場合は直ちに取締役会

及び監査役に報告するなどガバナンス体制の強化を図ることとする。 

b）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に係る情報は、社内諸規程に従って文書または電磁的に記録し、保存管理を行うこととす

る。取締役及び監査役はこれら文書等を常時閲覧できる体制とする。 

c）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

リスク管理体制については、経営管理室が当社のリスク・マネジメントを総合的に所管し、組織横断的なリ

スクの管理を行うこととする。その下で、企業活動に関連する個々のリスクに関しては、それぞれの担当部

署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うこととする。新たに生

じたリスクについては、すみやかに対応責任部を定め、また有事に際しての迅速かつ適切な情報伝達と緊急

体制の整備を行うこととする。 



d）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を「経営方針・

戦略の意思決定機関および業務執行を監督する機関」として明確に位置づけ、月１回定時に開催するほか、

必要に応じて適宜臨時に開催するものとする。取締役会の決定に基づく業務執行に関しては、執行役員制度

の下、組織運営基本規程および業務分掌において、それぞれの責任者およびその責任、執行手続について定

めることとする。 

e）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

コンプライアンス体制の整備及び維持を図るために、コンプライアンス委員会を設置し、「コンプライアン

ス基本方針」を定め、グループ会社を含む全社員に「ナガセグル－プコンプライアンス行動基準」に沿った

企業活動を定期的な研修会等を通じて徹底させる体制とする。当社並びにグループ会社において、法令違反

等の問題があると認識した場合、コンプライアンス委員会に報告するものとし、委員会は直ちに監査役

（会）へ報告する。また、社内通報制度により、社員等から直接通報・相談できる窓口を設定することとす

る。 

f）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社とグループ会社間で、運営基準を定め、一定の事項についてはグループ会社での決定前に当社への承認

又は報告を求める体制とする。中期経営計画、年度予算制度に基づき、明確な目標を付与し、当社及びグル

－プ各社の予算業績管理を実施することとする。 

g）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制 

監査役監査の実効性を確保するため、監査役の求めに応じて、監査役の職務を補助する使用人を設置するこ

ととする。当該使用人は監査室に所属するものとする。 

h）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

前項の使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の人事異動・評価等を行う場合は、予め監

査役に相談し、その意見を求めることとする。 

i）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

監査役が、取締役会等重要会議への出席や経営者との情報交換、稟議書・報告書等の閲覧を通じて、常時、

会社経営全般の状況を把握できる体制を整備する。さらに、次の事項については、適宜、取締役が個別又は

取締役会を通して監査役または監査役会に報告することとする。 

 ・取締役の職務執行に関しての不正行為、法令・定款に違反する等、コンプライアンス上の問題 

 ・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実 

 ・重要な情報開示事項 

 ・社内通報制度に基づき通報された事実、等 

  



j）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役監査の重要性と有用性に対する認識・理解を図るため、社長は監査役との間で定期的に意見交換会を

開催することとする。また、監査役が監査職務を効率的・効果的に実施できるようにするために、会計監査

人、監査室及び関係会社監査役と緊密に連携し相互補完できる体制を整備するものとする。 

  

③ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

内部監査機関としては監査室があり、会社の業務活動の適正性及び効率性を監査しています。監査室と監査役

会は定期的に内部監査及び国内・海外関係会社監査に関する情報交換を実施し、また会計監査人である新日本監

査法人からも定期的に会計項目（関連する内部統制を含む）について報告を受けているほか、会計監査人による

監査に同席するなどの連携を行っております。なお、関係会社の監査役連絡会を年２回実施しております。 

公認会計士監査については、下記の指定社員の他、公認会計士、会計士補を含め合計11名の監査従事者によっ

て、公正不偏な立場で実施されております。 

  

（注）同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち、自主的に

業務執行社員の交替制度を導入しており、同法人において策定された交替計画に基づいて、最長、平成

19年3月期会計期間をもって交替する予定となっておりましたが、同法人の交替規定改訂により、前倒し

で平成18年3月期会計期間をもって交替する予定となっております。 

  

④ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役 新美春之氏に関しては当社の株式を所有していることを除き、当社との間には人的関係、または取

引関係その他の利害関係はありません。 

社外取締役 後藤卓也氏は花王株式会社取締役会会長であり、同社と当社は、化成品の販売・仕入取引がござい

ますが、この取引は、当社と関係を有しない他の取引先と同様の取引条件によっております。 

社外監査役 山下秀男氏、木村榮作氏に関しては、当社との間には人的関係、資本的関係または取引関係その他

の利害関係はありません。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員  

業務執行社員 

清水万里夫  

新日本監査法人

－ 

早川芳夫 ８年（注） 



  

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。 

  



  

(2) 役員報酬の内容 

  

(注) １ 上記支給額のほか、使用人兼務取締役に対し使用人給与相当額96百万円、株主総会決議に基づく退職慰

労金として退任取締役１名に対し40百万円支払っております。また当該期間中の利益処分による役員賞

与の支払額は、65百万円であります 

２ 期末現在の取締役は10名、監査役は４名であります。 

３ 平成18年6月28日開催の第91回定時株主総会において監査役報酬限度額を年額80百万円以内に改定することを決議

しております。 

  

(3) 監査報酬の内容 

① 当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 

 56百万円 

② 上記①の合計額のうち、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務の対価として、当

社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 

 51百万円 

③ 上記②の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額 

 41百万円 

  

区分 人数 支給額 定時株主総会決議による役員報酬限度額 

取締役 11名 148百万円 
年額360百万円以内 

(昭和63年６月29日決議) 

監査役 ４名 39百万円 
年額50百万円以内 

(昭和63年６月29日決議) 

合計 15名 187百万円   



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(平成16年４月１日

から平成17年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、新日

本監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (資産の部)                 

Ⅰ 流動資産                 

１ 現金及び預金 ※２    17,853      23,539    

２ 受取手形及び売掛金      173,318      194,664     

３ たな卸資産      36,316      40,268    

４ 繰延税金資産      2,947      3,529    

５ その他      6,083      5,662    

貸倒引当金      △1,859      △1,365    

流動資産合計      234,660  70.0   266,299  67.1 

Ⅱ 固定資産                 

１ 有形固定資産                 

(1)建物及び構築物   29,273      30,026       

減価償却累計額   △16,113  13,160    △16,714  13,311    

(2)機械装置及び運搬具   21,253      22,643       

減価償却累計額   △16,187  5,065    △16,833  5,809    

(3)土地      9,252      9,448    

(4)その他 ※８ 10,894      11,429       

減価償却累計額   △8,699  2,195    △9,180  2,249    

有形固定資産合計      29,674  8.8   30,819  7.8 

２ 無形固定資産      520  0.2   1,506  0.4 

３ 投資その他の資産                 

(1)投資有価証券 ※1,2    65,897      93,328    

(2)長期貸付金      183      42    

(3)繰延税金資産      827      712    

(4)その他 ※１    3,843      4,576    

貸倒引当金      △317      △512    

投資その他の資産合計      70,435  21.0   98,147  24.7 

固定資産合計      100,629  30.0   130,473  32.9 

資産合計      335,290  100.0   396,773  100.0 

       



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金    110,648     118,810    

２ 短期借入金    10,532     14,311    

３ コマーシャルペーパー    ―     5,000    

４ 未払法人税等    3,677     4,010    

５ 繰延税金負債    4     ―     

６ その他    16,384     18,115    

流動負債合計    141,247  42.1  160,247  40.4 

Ⅱ 固定負債              

１ 長期借入金    3,487     5,523    

２ 繰延税金負債    9,803     21,497    

３ 退職給付引当金    7,406     5,902    

４ 役員退職慰労引当金    941     933    

５ その他 ※３  467     291    

固定負債合計    22,105  6.6  34,149  8.6 

負債合計    163,352  48.7  194,396  49.0 

               

 (少数株主持分)              

少数株主持分    4,844  1.5  5,755  1.4 

               

 (資本の部)              

Ⅰ 資本金 ※６  9,699  2.9  9,699  2.4 

Ⅱ 資本剰余金    9,648  2.9  9,725  2.5 

Ⅲ 利益剰余金    134,778  40.2  145,709  36.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金    20,431  6.1  36,504  9.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定    △1,558  △0.5  586  0.2 

Ⅵ 自己株式 ※７  △5,908  △1.8  △5,604  △1.4 

資本合計    167,092  49.8  196,620  49.6 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

335,290 100.0 396,773  100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高      575,636  100.0   648,023  100.0 

Ⅱ 売上原価 ※1,5    513,675  89.2   580,383  89.6 

売上総利益      61,960  10.8   67,640  10.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５               

１ 発送及び配達費   8,329      8,906       

２ 従業員給与   16,451      17,403       

３ 役務委託費   2,654      ―       

４ 減価償却費   1,264      1,343       

５ 退職給付費用   993      564       
６ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

  97   99      

７ 貸倒引当金繰入額   306      359       

８ その他   18,606  48,704  8.5 21,367  50,043  7.7 

営業利益      13,256  2.3   17,596  2.7 

Ⅳ 営業外収益                 

１ 受取利息   418      448       

２ 受取配当金   944      1,094       

３ 収入賃貸料   379      355       

４ 連結調整勘定償却額   381      98       

５ 持分法による投資利益   312      120       

６ 為替差益   472      756       

７ その他   972  3,881  0.7 1,004  3,877  0.6 

Ⅴ 営業外費用                 

１ 支払利息   471      628       

２ 収入賃貸料対応経費   123      58       

３ 商品整理損 ※７ ―      989       

４ その他   1,384  1,979  0.4 998  2,675  0.4 

経常利益      15,158  2.6   18,798  2.9 

Ⅵ 特別利益                 

１ 固定資産売却益 ※２ 2,083      1,091       

２ 投資有価証券売却益   1,542  3,625  0.7 1,190  2,281  0.4 

Ⅶ 特別損失                 

１ 固定資産売却損 ※３ 123      34       

２ 固定資産廃棄損 ※４ 239      261       

３ 減損損失   314      ―       

４ 投資有価証券売却損   0      6       

５ 出資金処分損   0      2       

６ 投資有価証券評価損   202      92       

７ 出資金評価損   219      ―       

８ 特別退職金 ※６ 124  1,225  0.2 98  496  0.1 

税金等調整前当期純利益      17,558  3.1   20,583  3.2 

法人税、住民税及び事業税   5,389      6,787       

法人税等調整額   1,046  6,435  1.2 △58  6,728  1.0 

少数株主利益      738  0.1   962  0.2 

当期純利益      10,384  1.8   12,892  2.0 
        



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     9,635   9,648 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

自己株式処分差益   13 13 76 76 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     9,648   9,725 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     125,116   134,778 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 当期純利益   10,384   12,892   

２ 連結子会社増加に伴う 
増加高 

489 10,873 79 12,971

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   1,145   1,274   

２ 役員賞与   53   80   

３ 連結子会社増加に伴う 
減少高 

12 393  

４ 持分法適用会社増加に 
伴う減少高 

― 6  

５ 持分法適用会社減少に 
伴う減少高 

― 1,211 287 2,041

Ⅳ 利益剰余金期末残高     134,778   145,709 

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   17,558 20,583 

減価償却費   3,074 3,528 

減損損失   314 ― 

退職給付引当金の増減額(△は減少)   △1,112 △1,534 

受取利息及び受取配当金   △1,363 △1,543 

支払利息   471 628 

為替差損益   △8 △51 

固定資産売却損益   △1,959 △1,056 

売上債権の増減額(△は増加)   △13,819 △21,947 

たな卸資産の増減額(△は増加)   △7,028 △4,300 

仕入債務の増減額(△は減少)   10,737 8,164 

投資有価証券・出資金売却損益   △1,541 △1,180 

有価証券等の評価替   422 92 

その他   △675 1,676 

小計   5,069 3,060 

利息及び配当金の受取額   1,483 1,737 

利息の支払額   △512 △615 

法人税等の支払額   △4,324 △6,524 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,716 △2,341 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出   △6,530 △3,689 

有形固定資産の売却による収入   2,371 1,141 

投資有価証券の取得による支出   △1,700 △2,104 

投資有価証券の売却による収入   3,678 2,565 

出資金の取得による支出   ― △1,240 

短期貸付金の純増減額(△は増加)   1,109 △56 

その他   △341 △425 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,412 △3,809 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の純増減額(△は減少)   708 2,894 

  コマーシャルペーパーの純増減額 
(△は減少) 

 ― 5,000 

長期借入による収入   2,320 2,500 

社債の償還による支出   △7,000 ― 

配当金の支払額   △1,145 △1,274 

少数株主への配当金の支払額   △145 △169 

その他   143 378 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △5,119 9,330 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △296 1,989 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少)   △5,111 5,168 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   21,033 17,215 

Ⅶ 新規連結に伴う 
現金及び現金同等物の増加高 

 1,293 551 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   17,215 22,936 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社は、第１の４に記載の38社

であります。 

ナガセトレードマネジメント㈱、ナガ

セフィリピンコーポレーション、ナガ

セコーリアコーポレーション、ナガセ

エンジニアリングサービスコーリアカ

ンパニーリミテッド、ナガセシィエム

エステクノロジー㈱、シャンハイナガ

セトレーディングカンパニーリミテッ

ド、ピィーティーナガセインポーエク

スポーインドネシア、シャンハイフア

チャントレーディングカンパニーリミ

テッドの８社については、重要性が増

加したことから、当連結会計年度より

連結子会社に含めております。 

なお、前連結会計年度に連結子会社で

あった静岡長瀬㈱は、平成16年４月１

日に連結子会社のナガセケミカル㈱に

吸収合併されております。 

また、連結の範囲から除外した非連結

子会社は西日本長瀬㈱等33社であり、

それらの総資産、売上高、当期純損益

および利益剰余金等の合計額は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を与え

ておりません。 

連結子会社は、第１の４に記載の40社

であります。 

西日本長瀬㈱、アルファバンピングテ

クノロジー㈱、ナガセケムテックスウ

ーシーコーポレーション、ナガセプレ

シジョンプラスチックスシャンハイカ

ンパニーリミテッド、ナガセインター

ナショナルエレクトロニクスリミテッ

ドの５社については、重要性が増加し

たことから、当連結会計年度より連結

子会社に含めております。 

なお、ナガセアメリカホールディング

スインコーポレーテッドは、平成17年

12月31日において、前連結会計年度に

連結子会社であったナガセアメリカコ

ーポレーション、ナガセプラスチック

スアメリカコーポレーション、ナガセ

カリフォルニアコーポレーションの３

社を吸収合併し、ナガセアメリカコー

ポレーションへ社名を変更しておりま

す。 

また、連結の範囲から除外した非連結

子会社はグワンジョウナガセトレーデ

ィングリミテッド等29社であり、それ

らの総資産、売上高、当期純損益およ

び利益剰余金等の合計額は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を与えてお

りません。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法適用会社は、第１の４に記載の

９社であります。 

また、持分法非適用会社は非連結子会

社西日本長瀬㈱等33社、関連会社長興

㈱等23社、計56社であり、それらは、

連結純損益及び連結利益剰余金等に重

要な影響を与えておりません。 

持分法適用会社は、第１の４に記載の

８社であります。 

なお、サンデルタ㈱については、重要

性が増加したことから、当連結会計年

度より持分法を適用しております。 

サーモ㈱については、保有株式を売却

したため、当連結会計年度より持分法

の適用対象から除外しております。 

グレラン製薬㈱については、平成17年

10月１日をもってあすか製薬㈱（旧社

名：帝国臓器製薬㈱）と合併し、当社

の関係会社に該当しなくなったため、

当中間期末日において持分法の適用対

象から除外しております。 

また、持分法非適用会社は非連結子会

社グワンジョウナガセトレーディング

リミテッド等29社、関連会社長興㈱等

22社、計51社であり、それらは、連結

純損益及び連結利益剰余金等に重要な

影響を与えておりません。 



  

  

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、東拓工業㈱の決算

日は２月末日、ナガセシンガポールリ

ミテッド、ナガセホンコンリミテッ

ド、ナガセワーリープラスチックスコ

ーポレーション、ナガセタイランドカ

ンパニーリミテッド等19社については

12月末日でありますが、その差異が３

ヶ月以内であるため、当該連結子会社

の事業年度に係る財務諸表を基礎とし

て、連結財務諸表を作成しておりま

す。 

同左 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

① 有価証券 

その他有価証券 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

…時価法 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

…総平均法による低価法 

 ③ たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

主に定率法（但し、平成10年４

月１日以降に取得した建物(建物

附属設備は除く)については、定

額法）を採用しております。 

連結子会社のうち12社は定額法

によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、主に法人税法に規定

する方法と同一の基準によって

おります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、主

に法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、主

に法人税法に規定する方法と同 

一の基準によっております。 

ただし、自社利用分のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づいて

おります。 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率による繰入率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の

連結会計年度に全額費用処理し

ております。 

数理計算上の差異は、主にその

発生時の翌連結会計年度に全額

費用処理しております。 

② 退職給付引当金 

同左 

  ③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金に充てるため

引当したものであり、親会社及

び連結子会社の内19社は、内規

に基づき算出される額の全額を

引当計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金に充てるため

引当したものであり、親会社及

び連結子会社の内20社は、内規

に基づき算出される額の全額を

引当計上しております。 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

ａ 為替予約 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権債務

については、振当処理を行っ

ております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ｂ 金利スワップ 

特例処理の要件を満たしてお

り、特例処理を採用しており

ます。 

  



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権

債務及び外貨建

予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ｂ ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金利息 

  

  ③ ヘッジ方針 

ａ 輸出入取引に係る為替変動リ

スクを回避する目的で、外貨

建の主として売掛金・買掛金

について為替予約を行ってお

ります。 

なお、その実行と管理は内部

管理規程に基づいており、為

替予約は実需（外貨建売掛

金・買掛金及び成約高）の範

囲内で行っております。 

ｂ 借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップを

行っております。 

なお、その実行と管理は内部

管理規程に基づいており、金

利スワップのヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ａ 為替予約については、その締

結時に実需への振当を行って

いるため、その対応関係の判

定をもって有効性の判定に代

えております(決算日におけ

る有効性の評価を省略してお

ります)。 

ｂ 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている

ため、決算日における有効性

の評価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却を

原則としておりますが、発生金額が僅

少な場合は発生時に償却することにし

ております。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

利益処分については、連結会計年度中

に確定した利益処分に基づいておりま

す。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなっておりま

す。 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当連結会計年度から同会

計基準及び同適用指針を適用しております。 

これにより税金等調整前当期純利益が314百万円減少し

ております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき、各資産の金額から直接控除してお

ります。 

―――― 



表示方法の変更 

  

  
  
追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含め

ておりました「為替差益」（前連結会計年度159百万

円）については、営業外収益の総額の100分の10超とな

ったため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

  

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「役務

委託費」（当連結会計年度2,468百万円）については、

重要性がなくなったため、販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含めて表示しております。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「自己

株式の取得による支出」（当連結会計年度△59百万円）

については、重要性がなくなったため、財務活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しており

ます。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めておりました「出資金の取得に

よる支出」（前連結会計年度△480百万円）について

は、重要性が増加したため、当連結会計年度より区分掲

記しております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が161百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、

161百万円減少しております。 

―――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ このうち、非連結子会社及び関連会社に対するも

のは次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 10,195百万円

その他(出資金) 1,299 

※１ このうち、非連結子会社及び関連会社に対するも

のは次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 9,893百万円

その他(出資金) 1,982 

※２ 担保資産 

取引保証の担保に供しているものは次のとおりで

あります。 

現金及び預金 600百万円

投資有価証券 2,713 

計 3,313 

※２ 担保資産 

取引保証の担保に供しているものは次のとおりで

あります。 

現金及び預金 604百万円

投資有価証券 3,923 

計 4,528 

※３ 固定負債の「その他」には、「連結調整勘定」

(当連結会計年度193百万円)が含まれて表示され

ております。 

※３ 固定負債の「その他」には、「連結調整勘定」

(当連結会計年度158百万円)が含まれて表示され

ております。 

４ 保証債務 

(1) 取引先の銀行借入等に対する保証 

取引先 保証金額 

関係会社   

グワンジョウナガセトレーディング

リミテッド 
444百万円 

ナガセケムテックス 
ウーシーコーポレーション 

265 

ティエンジンナガセインターナショ
ナルトレーディングカンパニーリミ
テッド 

245 

その他４社 405 

合計 1,361 

４ 保証債務 

(1) 取引先の銀行借入等に対する保証 

  

取引先 保証金額 

関係会社   

グワンジョウナガセトレーディング

リミテッド 
604百万円 

ティエンジンナガセインターナショ
ナルトレーディングカンパニーリミ
テッド 

276 

その他３社 18 

合計 899 

 (2) 従業員の住宅資金借入に対する保証 150百万円  (2) 従業員の住宅資金借入に対する保証 97百万円

 ５ 手形割引高及び裏書譲渡高 

輸出手形割引高 433百万円

裏書譲渡高 174 

 ５ 手形割引高及び裏書譲渡高 

輸出手形割引高 577百万円

裏書譲渡高 179 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式138,408,285

株であります。 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式138,408,285

株であります。 

※７ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

連結財務諸表提出会社の株式の数は、普通株式

11,047,178株であります。 

※７ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

連結財務諸表提出会社の株式の数は、普通株式

   10,426,874株であります。 

※８ 国庫補助金の受入による圧縮記帳額は12百万円で

あり、連結貸借対照表は、この圧縮記帳額を控除

しております。 

※８ 国庫補助金の受入による圧縮記帳額は9百万円で

あり、連結貸借対照表は、この圧縮記帳額を控除

しております。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ たな卸資産に関する低価基準による評価減78百万

円を含んでおります。 

※１ たな卸資産に関する低価基準による評価減22百万

円を含んでおります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土地 2,052百万円

機械装置及び運搬具 26 

その他 4 

計 2,083 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土地 1,083百万円

機械装置及び運搬具 6 

その他 1 

計 1,091 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

土地 85百万円

建物及び構築物 28 

その他 9 

計 123 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 22百万円

機械装置及び運搬具 6 

その他 6 

計 34 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 142百万円

機械装置及び運搬具 49 

工具器具備品 42 

その他 4 

計 239 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 109百万円

建物及び構築物 101 

工具器具備品 28 

その他 23 

計 261 

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,348百万円であります。 

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,428百万円であります。 

※６ 特別退職金124百万円は早期退職優遇制度に基づ

き支出した特別退職加算金であります。 

※６ 特別退職金98百万円は早期退職優遇制度に基づき

支出した特別退職加算金であります。 

―――― ※７ 商品整理損989百万円は、事業内容の一部見直し

により生じた商品廃棄等の費用であります。 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  

 現金及び預金勘定 17,853百万円

 預入れ期間が３ヶ月を超える 

 定期預金 
△637 

 現金及び現金同等物 17,215 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  

 現金及び預金勘定 23,539百万円

 預入れ期間が３ヶ月を超える 

 定期預金 
△603 

 現金及び現金同等物 22,936 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び 
運搬具 

  499  342  157

工具器具備品   1,145  627  518

合計   1,644  969  675

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

  259 181  77

工具器具備品 393  256  137

合計  652  437  215

    

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 267百万円

１年超 448 

計 715 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 109百万円

１年超 131 

計 240 

    

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 483百万円

減価償却費相当額 421 

支払利息相当額 33 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 306百万円

減価償却費相当額 281 

支払利息相当額 18 

    

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

・利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成17年３月31日) 

  

  

  種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1) 株式 17,022 51,611 34,589 

(2) 債券       

  国債 10 10 0 

小計 17,032 51,621 34,589 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1) 株式 400 361 △38 

(2) 債券       

  国債 4 4 △0 

小計 404 365 △38 

合計 17,437 51,987 34,550 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

2,771 1,515 0 

その他有価証券 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

非上場株式 3,676 

非上場外国債券 0 

非上場国内債券 37 

種類 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

債券     

国債等 4 0 10 ― 

社債 ― 37 ― ― 

合計 4 37 10 ― 



Ⅱ 当連結会計年度 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成18年３月31日) 

  

  

次へ 

  種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1) 株式 18,957 80,686 61,728 

(2) 債券       

  国債等 ― ― ― 

小計 18,957 80,686 61,728 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1) 株式 52 49 △3 

(2) 債券       

  国債等 14 14 △0 

小計 67 63 △3 

合計 19,024 80,749 61,724 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

2,496 1,190 6 

その他有価証券 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

非上場株式 2,657 

非上場外国債券 0 

非上場国内債券 26 

種類 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

債券     

国債等 ― 4 10 ― 

社債 26 ― ― ― 

合計 26 4 10 ― 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
当社グループは為替予約及び金利スワップを行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、該当
事項はありません。 
  
当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
当社グループは為替予約及び金利スワップを行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、該当
事項はありません。 

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社グループでは、輸出入取引に係る為替変動リスク

を回避する目的で、外貨建の主として売掛金・買掛金

について為替予約を行っております。 

また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップを行っております。 

なお、これらの取引についてヘッジ会計を行っており

ます。 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

ａ 為替予約 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替

予約が付されている外貨建金銭債権債務につい

ては、振当処理を行っております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

ｂ 金利スワップ 

特例処理の要件を満たしており、特例処理を採

用しております。 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予

定取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ｂ ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金利息 

  

(3) ヘッジ方針 

ａ 輸出入取引に係る為替変動リスクを回避する目

的で、外貨建の主として売掛金・買掛金につい

て為替予約を行っております。 

なお、その実行と管理は内部管理規程に基づい

ており、為替予約は実需（外貨建売掛金・買掛

金及び成約高）の範囲内で行っております。 

ｂ 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップを行っております。 

なお、その実行と管理は内部管理規程に基づい

ており、金利スワップのヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ａ 為替予約については、その締結時に実需への振

当を行っているため、その対応関係の判定をも

って有効性の判定に代えております(決算日に

おける有効性の評価を省略しております)。 

ｂ 金利スワップについては、特例処理の要件を満

たしているため、決算日における有効性の評価

を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年

金制度、受給者への給付に限った閉鎖型適格退職年

金制度及び退職一時金制度を設けており、また、退

職給付信託を設定しております。 

国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格

退職年金制度及び退職一時金制度を設けており、一

部の海外連結子会社でも確定給付型の制度を設けて

おります。 

なお、当社及び連結子会社は、従業員の退職等に際

して割増退職金を支払う場合があります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 22,104百万円

(内訳)   

② 年金資産 15,490 

③ 未認識数理計算上の差異 △792 

④ 退職給付引当金 7,406 

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 21,829百万円

(内訳)   

② 年金資産 17,907 

③ 未認識数理計算上の差異 △1,981 

④ 退職給付引当金 5,902 

  (注) １ 確定拠出年金制度への年金移換額は626百

万円であり、４年間で移換する予定であ

ります。 

なお、当連結会計年度末時点の未移換額

298百万円は、流動負債の「その他」、固

定負債の「その他」に計上しておりま

す。 

    ２ 連結子会社は一部を除き、退職給付債務の

算定にあたり、簡便法を採用しておりま

す。 

  (注) １ 確定拠出年金制度への年金移換額は626百

万円であり、４年間で移換する予定であ

ります。 

なお、当連結会計年度末時点の未移換額

136百万円は、流動負債の「その他」に計

上しております。 

  

    ２ 連結子会社は一部を除き、退職給付債務の

算定にあたり、簡便法を採用しておりま

す。 

３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用(注)２ 1,019百万円

② 利息費用 483 

③ 期待運用収益 △7 

④ 過去勤務債務の費用処理額 81 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 △503 

⑥ 確定拠出年金制度への掛金支払額 42 

⑦ 退職給付費用 1,115 

３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用(注)２ 937百万円

② 利息費用 483 

③ 期待運用収益 △349 

④ 過去勤務債務の費用処理額 ― 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 △468 

⑥ 確定拠出年金制度への掛金支払額 42 

⑦ 退職給付費用 645 

  (注) １ 上記退職給付費用以外に、特別退職金124

百万円を支払っており、特別損失に計上

しております。 

    ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「①勤務費用」に計上しており

ます。 

  (注) １ 上記退職給付費用以外に、特別退職金98 

百万円を支払っており、特別損失に計上

しております。 

    ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「①勤務費用」に計上しており

ます。 



  

  
  

前へ   次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込み額 

  の期間配分方法 

期間定額基準 

② 割引率 2.5％ 

③ 期待運用収益 主に0.0％ 

④ 過去勤務債務の 

  額の処理年数 

その発生時の連結会計年度

に全額費用処理しておりま

す。 

⑤ 数理計算上の 

  差異の処理年数 

主にその発生時の翌連結会

計年度に全額費用処理して

おります。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込み額 

  の期間配分方法 

期間定額基準 

② 割引率 2.5％ 

③ 期待運用収益 主に2.5％ 

④ 過去勤務債務の 

  額の処理年数 

その発生時の連結会計年度

に全額費用処理しておりま

す。 

⑤ 数理計算上の 

  差異の処理年数 

主にその発生時の翌連結会

計年度に全額費用処理して

おります。 



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産、繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

  

(注) 繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。 

  

(繰延税金資産)  

 棚卸資産未実現利益 366 百万円

 貸倒引当金 687 

 投資有価証券 2,627 

 退職給付引当金 3,212 

 役員退職慰労引当金 384 

 未払費用 1,197 

 その他 1,763 

繰延税金資産小計 10,240 

評価性引当額 △510 

繰延税金資産合計 9,730 

(繰延税金負債)  

 土地評価差額 371 百万円

 圧縮記帳積立金 1,292 

 特別償却準備金 37 

 その他有価証券評価差額金 14,050 

 その他 9 

  繰延税金負債合計 15,762 

  繰延税金負債の純額 6,031 

流動資産－繰延税金資産 2,947 百万円

固定資産－繰延税金資産 827 

流動負債－繰延税金負債 4 

固定負債－繰延税金負債 9,803 

１ 繰延税金資産、繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

(注) 繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。 

  

(繰延税金資産)  

 棚卸資産未実現利益 400 百万円

 貸倒引当金 536 

 投資有価証券 2,443 

 未払費用 1,319 

 退職給付引当金 2,660 

 役員退職慰労引当金 381 

 その他 2,389 

繰延税金資産小計 10,132 

評価性引当額 △376 

繰延税金資産合計 9,756 

(繰延税金負債)  

 土地評価差額 371 百万円

 圧縮記帳積立金 1,319 

 圧縮特別勘定積立金 162 

 特別償却準備金 27 

 その他有価証券評価差額金 25,109 

 その他 21 

  繰延税金負債合計 27,012 

  繰延税金負債の純額 17,256 

流動資産－繰延税金資産 3,529 百万円

固定資産－繰延税金資産 712 

流動負債－繰延税金負債 ― 

固定負債－繰延税金負債 21,497 

２ 「法定実効税率」と「税効果会計適用後の法人税等

の負担率」との間の差異の原因となった主な項目別

の内訳 

  

  

法定実効税率 40.7 ％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

2.1 

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△2.9 

受取配当金連結消去に伴う 
影響額 

2.6 

海外連結子会社の税率差異 △4.0 

税額控除による差異 △1.5 

その他 △0.3 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

36.7 

２ 「法定実効税率」と「税効果会計適用後の法人税等

の負担率」との間の差異の原因となった主な項目別

の内訳 

  

  

法定実効税率 40.7 ％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

2.0 

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△4.5 

受取配当金連結消去に伴う
影響額 

4.5 

海外連結子会社の税率差異 △4.9 

税額控除による差異 △2.4 

その他 △2.7 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

32.7 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業の区分は社内管理上使用している区分によっております。 

２ 各区分の主な商品等 

(1) 化成品……染料、染料用助剤、情報記録紙関連商品、製紙用化学品、石油化学製品、合成化学原料、顔料、塗料、イ

ンキ用原料、医薬・農薬原料、研究用試薬、化粧品・トイレタリー用原料、酵素剤、バイオ関連商品 

(2) 合成樹脂……熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、合成ゴム、無機材料、副資材、合成樹脂製品、合成樹脂関連機器・装

置・金型 

(3) 電子……LCD・半導体前工程用材料及び装置、LSIアセンブリ材料及び装置、電子精密研磨剤、通信デバイス、低温・

真空機器、外観検査機、高機能エポキシ樹脂 

(4) ヘルスケァ・他……細菌検査装置・試薬、臨床検査システム、放射線関連機器、化粧品、健康食品、美容食品、物流

サービス、情報処理、職能サービス 

３ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産(42,260百万円)は、当社の長期投資資金(投資有価証券)であります。 

  

  

  
化成品 
(百万円) 

合成樹脂
(百万円) 

電子
(百万円) 

ヘルスケァ
・他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

251,725 188,456 122,632 12,821 575,636 ― 575,636

(2) セグメント間の内部 
売上高 

12 166 87 5,144 5,411 (5,411) ―

計 251,738 188,622 122,719 17,966 581,047 (5,411) 575,636 

営業費用 246,378 184,334 120,049 17,342 568,104 (5,724) 562,379 

営業利益 5,360 4,288 2,669 624 12,942 313 13,256 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

     

資産 128,007 93,576 63,195 10,600 295,379 39,911 335,290 

減価償却費 1,162 772 1,008 130 3,074 ― 3,074 

資本的支出 1,439 3,720 955 501 6,616 ― 6,616 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業の区分は社内管理上使用している区分によっております。 

２ 各区分の主な商品等 

(1) 化成品……染料、染料用助剤、情報記録紙関連商品、製紙用化学品、石油化学製品、合成化学原料、顔料、塗料、イ

ンキ用原料、医薬・農薬原料、研究用試薬、化粧品・トイレタリー用原料、酵素剤、バイオ関連商品 

(2) 合成樹脂……熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、合成ゴム、無機材料、副資材、合成樹脂製品、合成樹脂関連機器・装

置・金型 

(3) 電子……LCD・半導体前工程用材料及び装置、LSIアセンブリ材料及び装置、電子精密研磨剤、通信デバイス、低温・

真空機器、外観検査機、高機能エポキシ樹脂 

(4) ヘルスケァ・他……細菌検査装置・試薬、臨床検査システム、放射線関連機器、化粧品、健康食品、美容食品、物流

サービス、情報処理、職能サービス 

３ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産(52,160百万円)は、当社の長期投資資金(投資有価証券)であります。 

  

  
化成品 
(百万円) 

合成樹脂
(百万円) 

電子
(百万円) 

ヘルスケァ
・他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益              

売上高               

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

269,263 229,278 137,867 11,614 648,023 ― 648,023

(2) セグメント間の内部 
売上高 

9 134 177 5,139 5,460 (5,460) ―

計 269,273 229,412 138,044 16,753 653,484 (5,460) 648,023 

営業費用 262,777 222,735 134,862 15,806 636,182 (5,755) 630,427 

営業利益 6,495 6,677 3,182 947 17,301 295 17,596 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

     

資産 142,588 112,106 80,823 11,512 347,030 49,743 396,773 

減価償却費 1,303 960 1,113 151 3,528 ― 3,528 

資本的支出 1,774 842 1,717 442 4,777 (7) 4,769 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

１ アジア……台湾、シンガポール、中国 

２ 北米……米国、カナダ 

３ その他の地域……英国、ドイツ 

２ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産(42,260百万円)は、当社の長期投資資金(投資有価証券)であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

１ アジア……台湾、シンガポール、中国 

２ 北米……米国、カナダ 

３ その他の地域……英国、ドイツ 

２ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産(52,160百万円)は、当社の長期投資資金(投資有価証券)であります。 

  

  
日本
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

北米
(百万円) 

その他
の地域 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

433,709 114,719 17,356 9,849 575,636 ― 575,636

(2) セグメント間の内部 
売上高 

59,461 5,550 2,019 1,250 68,282 (68,282) ―

計 493,170 120,270 19,376 11,100 643,918 (68,282) 575,636 

営業費用 484,357 115,888 19,420 10,987 630,655 (68,275) 562,379 

営業利益又は営業損失(△) 8,813 4,381 △44 112 13,262 (6) 13,256 

Ⅱ 資産 253,954 45,946 5,605 2,734 308,240 27,049 335,290 

  
日本
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

北米
(百万円) 

その他
の地域 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

465,888 153,229 19,485 9,419 648,023 ― 648,023

(2) セグメント間の内部 
売上高 

60,425 8,911 1,763 2,110 73,210 (73,210) ―

計 526,313 162,141 21,249 11,530 721,234 (73,210) 648,023 

営業費用 514,465 156,485 21,271 11,414 703,637 (73,210) 630,427 

営業利益又は営業損失(△) 11,847 5,656 △22 115 17,597 (0) 17,596 

Ⅱ 資産 293,599 62,530 6,254 2,909 365,293 31,479 396,773 



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

１ アジア……台湾、シンガポール、中国 

２ 北米……米国、カナダ 

３ その他の地域……英国、ドイツ 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

１ アジア……台湾、シンガポール、中国 

２ 北米……米国、カナダ 

３ その他の地域……英国、ドイツ 

  

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 181,010 17,373 13,544 211,928 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       575,636 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

31.4 3.0 2.4 36.8

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 224,273 20,537 14,742 259,553 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       648,023 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

34.6 3.2 2.3 40.1



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,311円37銭 １株当たり純資産額 1,535円70銭

１株当たり当期純利益 81円00銭 １株当たり当期純利益 100円32銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 80円82銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 100円04銭

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳 

 連結損益計算書上の当期純利益 10,384百万円

 普通株式に係る当期純利益 10,309百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

利益処分による役員賞与金 75百万円

 普通株式の期中平均株式数 127,269,620株

  新株予約権 284,069株

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳 

 連結損益計算書上の当期純利益 12,892百万円

 普通株式に係る当期純利益 12,812百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

利益処分による役員賞与金 79百万円

 普通株式の期中平均株式数 127,703,315株

  新株予約権 360,749株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

詳細については、第４提出会社の状況 １ 株式等の状況 

(２)新株予約権等の状況に記載のとおりであります。 

 新株予約権の数 759個

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

詳細については、第４提出会社の状況 １ 株式等の状況 

(２)新株予約権等の状況に記載のとおりであります。 

 新株予約権の数 762個



⑤ 【連結附属明細表】 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  
３ 短期借入金および１年以内に返済予定の長期借入金については、外貨建の借入が含まれるため、国内における金融機関の

貸付利率の水準に比して高い平均利率となっております。     

４ 提出会社におきましては、運転資金の効率的調達を行うため、取引銀行５行(㈱三井住友銀行、㈱みずほコーポレート銀

行、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行、農林中央金庫、住友信託銀行㈱)と特定融資枠契約(シンジケーション方式によるコミットメ

ントライン)を締結しております。 

  

  

(2) 【その他】 

特に記載すべき事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 9,944 13,650 4.40 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 588 660 3.31 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

3,487 5,523 0.88
平成20年5月30日 
～平成23年3月31日 

その他の有利子負債 
 コマーシャルペーパー（1年内
返済） 

― 5,000 0.10 平成18年4月7日 

合計 14,019 24,834 ― ― 

  １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金 
(百万円) 

58 3,058 2,358 48 

特定融資枠契約の総枠 15,000百万円

当連結会計年度末借入金残高 ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金       12,216       15,549     

２ 受取手形 ※４     15,777       16,434     

３ 売掛金 ※４     126,231       138,365     

４ 商品       12,582       12,823     

５ 未着商品       672       662     

６ 前渡金       746       645     

７ 関係会社短期貸付金       5,845       4,771     

８ 繰延税金資産       1,721       2,190     

９ その他       3,450       3,427     

貸倒引当金       △1,407       △979     

流動資産合計       177,836  68.5    193,891   63.5 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産                     

(1)建物   11,264        11,036        

減価償却累計額   △7,574   3,690    △7,339  3,696     

(2)構築物   868        901        

減価償却累計額   △728   139    △735  166     

(3)機械装置   711        787        

減価償却累計額   △576   135    △574  213     

(4)車両運搬具   10        13        

減価償却累計額   △10   0    △5  7     

(5)工具器具備品 ※９ 4,872        5,018        

減価償却累計額   △4,045   827    △4,168  849     

(6)土地       4,922       4,814     

(7)建設仮勘定       30       ―     

有形固定資産合計       9,746  3.8    9,747   3.2 

２ 無形固定資産                     

(1)ソフトウェア       ―       249     

(2)ソフトウェア仮勘定       ―       663     

(3)電話加入権       26       26     

(4)諸利用権       1       0     

無形固定資産合計       27  0.0    940   0.3 



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

３  投資その他の資産                   

(1)投資有価証券 ※１   54,518      81,786     

(2)関係会社株式     15,116      15,896     

(3)出資金     110      91     

(4)関係会社出資金     697      2,031     

(5)長期貸付金     35      30     

(6)関係会社長期貸付金     509      ―     

(7)破産債権、再生債権、
更生債権その他これら
に準ずる債権 

 16 269   

(8)その他     1,269      1,071     

貸倒引当金     △228      △407     

投資その他の資産合計     72,044  27.7   100,768   33.0 

固定資産合計     81,818  31.5   111,456   36.5 

資産合計     259,654  100.0   305,347   100.0 

       



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (負債の部)                  

Ⅰ 流動負債                  

１ 支払手形 ※４   3,339      3,791     

２ 買掛金 ※４   89,857      94,362     

３ 短期借入金     2,182      1,417     

４ コマーシャルペーパー     ―      5,000     

５ 未払金     1,525      2,098     

６ 未払費用     2,697      2,865     

７ 未払法人税等     1,806      1,406     

８ 前受金     675      468     

９ 預り金 ※４   14,324      15,505     

10 前受収益     60      33     

11 その他     814      706     

流動負債合計     117,283  45.2   127,657   41.8 

Ⅱ 固定負債                  

１ 長期借入金     2,800      5,300     

２ 長期未払金     141      ―     

３ 繰延税金負債     8,480      20,208     

４ 退職給付引当金     3,995      2,597     

５ 役員退職慰労引当金     658      662     

固定負債合計     16,077  6.2   28,769   9.4 

負債合計     133,360  51.4   156,426   51.2 

 (資本の部)                  

Ⅰ 資本金 ※２   9,699  3.7   9,699   3.2 

Ⅱ 資本剰余金                  

１ 資本準備金     9,634      9,634     

２ その他資本剰余金                  

自己株式処分差益   13 13    90 90     

資本剰余金合計     9,648  3.7   9,725   3.2 

Ⅲ 利益剰余金                  

１ 利益準備金     2,424      2,424     

２ 任意積立金                  

(1)特別償却準備金   63      53       

(2)圧縮記帳積立金   737      891       

(3)圧縮特別勘定積立金   154      －       

(4)別途積立金   79,510 80,465    83,510 84,455     

３ 当期未処分利益     9,692      12,112     

利益剰余金合計     92,583  35.7   98,992   32.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     20,259  7.8   36,098   11.8 

Ⅴ 自己株式 ※３   △5,897  △2.3   △5,594   △1.8 

資本合計     126,294  48.6   148,920   48.8 

負債資本合計     259,654  100.0   305,347   100.0 

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※５     442,304  100.0    473,351   100.0 

Ⅱ 売上原価                     

１ 商品期首たな卸高   11,336        13,255        

２ 当期商品仕入高   415,483        442,847         

合計   426,820        456,102        

３ 商品期末たな卸高 ※１ 13,255   413,565  93.5 13,485  442,617   93.5 

売上総利益       28,739  6.5    30,734   6.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※６                   

１ 発送及び配達費   4,673        4,770        

２ 貸倒引当金繰入額   25        108        

３ 旅費   1,505        1,646        

４ 役員報酬   196        187        

５ 従業員給与   4,987        5,220        

６ 従業員賞与   2,124        2,459        

７ 退職給付費用   625        288        

８ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

40  43     

９ 福利厚生費   1,113        1,140        

10 役務委託費   3,046        2,792        

11 減価償却費   467        609        

12 不動産等賃借料   810        ―        

13 その他   3,940   23,557  5.3 4,643  23,912   5.1 

営業利益       5,181  1.2    6,822   1.4 



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   340        324        

２ 受取配当金 ※５ 2,003        3,298        

３ 収入賃貸料 ※５ 949        884        

４ その他   1,153   4,447  1.0 1,182  5,689   1.2 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   226        273        

２ 支払社債利息   71        ―        

３ 収入賃貸料対応経費   265        302        

４ 商品整理損 ※９ ―        989        

５ その他   564   1,127  0.3 617  2,182   0.4 

経常利益       8,502  1.9    10,329   2.2 

Ⅵ 特別利益                     

１ 固定資産売却益 ※２ 7        5        

２ 投資有価証券・関係会社 
株式売却益 

  1,530  1,538 0.3 1,161 1,166   0.3

Ⅶ 特別損失                     

１ 固定資産売却損 ※３ 4        8        

２ 固定資産廃棄損 ※４ 28        79        

３ 投資有価証券売却損   ―        0        

４ 出資金処分損   0        2        

５ 投資有価証券・関係会社 
株式評価損 

※８ 231  ―     

６ 関係会社株式評価損 ―   92     

７ 関係会社出資金評価損   208        ―        

８ 特別退職金 ※７ 124   598 0.1 98  282   0.1 

税引前当期純利益       9,442  2.1    11,214   2.4 

法人税、住民税及び 
事業税 

  2,702  3,074     

法人税等調整額   733   3,435  0.7 392  3,466   0.8 

当期純利益       6,007  1.4    7,747   1.6 

前期繰越利益       3,685       4,364     

当期未処分利益       9,692       12,112     

           



③ 【利益処分計算書】 

  

  

株主総会承認年月日   
前事業年度

(平成17年６月28日) 
当事業年度 

(平成18年６月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     9,692   12,112 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

１ 圧縮記帳積立金取崩額   0   0   

２ 圧縮特別勘定積立金 
取崩額 

  154 ―   

３ 特別償却準備金取崩額   18 173 20 21 

合計     9,866   12,133 

Ⅲ 利益処分額           

１ 配当金   1,274   1,920   

    (１株につき10円)   (１株につき15円)   

２ 取締役賞与金   65   70   

３ 任意積立金           

圧縮記帳積立金   154   ―   

特別償却準備金   8   6   

別途積立金   4,000 5,502 6,000 7,996 

Ⅳ 次期繰越利益     4,364   4,136 

        



重要な会計方針 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

……期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

総平均法による低価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。な

お、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。但

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法を採用しており

ます。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。な

お、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。な

お、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

ただし、自社利用分のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づいておりま

す。 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率による繰入率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の事

業年度に全額費用処理しておりま

す。 

  

(2) 退職給付引当金 

同左 



  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  数理計算上の差異は、その発生時 

の翌事業年度に全額費用処理して

おります。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金に充てるため引

当したものであり、内規に基づき

算出される額の全額を引当計上し

ております。 

  

  

  

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

ａ 為替予約 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務につい

ては振当処理を行っておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ｂ 金利スワップ 

特例処理の要件を満たしてお

り、特例処理を採用しておりま

す。 

  

  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債

務及び外貨建予定

取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ｂ ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金利息 

  ③ ヘッジ方針 

ａ 輸出入取引に係る為替変動リス

クを回避する目的で、外貨建の

主として売掛金・買掛金につい

て為替予約を行っております。 

なお、その実行と管理は内部管

理規程に基づいており、為替予

約は実需（外貨建売掛金・買掛

金及び成約高）の範囲内で行っ

ております。 

ｂ 借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップを行っ

ております。 

なお、その実行と管理は内部管

理規程に基づいており、金利ス

ワップのヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ａ 為替予約については、その締結

時に実需への振当を行っている

ため、その対応関係の判定をも

って有効性の判定に代えており

ます(決算日における有効性の

評価を省略しております)。 

ｂ 金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているた

め、決算日における有効性の評

価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する事業年度に係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。 

なお、これによる財務諸表に与える影響はありませ

ん。 

  

―――― 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(損益計算書) 

前事業年度において区分掲記しておりました「受取手形

売却損」(当事業年度105百万円)については、重要性が

なくなったため、当事業年度より営業外費用の「その

他」に含めて表示しております。 

(損益計算書) 

１ 前事業年度において区分掲記しておりました「不動

産等賃借料」(当事業年度787百万円)については、

重要性がなくなったため、当事業年度より販売費及

び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

２ 前事業年度において特別損失に表示しておりました

「投資有価証券・関係会社株式評価損」は、当事業

年度より関係会社株式評価損について区分し、科目

名を「関係会社株式評価損」として表示しておりま

す。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 



  

  

  

至 平成17年３月31日) 至 平成18年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が110百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、110百万

円減少しております。 

  

―――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 投資有価証券のうち取引保証等の担保に供してい

  るもの 2,532百万円

※１ 投資有価証券のうち取引保証等の担保に供してい

  るもの 3,600百万円

※２ 授権株数 普通株式 346,980,000株 

   発行済株式総数 普通株式 138,408,285株 

※２ 授権株数 普通株式 346,980,000株 

   発行済株式総数 普通株式 138,408,285株 

※３ 自己株式の保有数 普通株式 11,004,447株 ※３ 自己株式の保有数 普通株式 10,388,969株 

※４ 関係会社に係る注記 

関係会社に対するものが、次のとおり含まれてお

ります。 

  

資産 受取手形及び売掛金 31,687百万円

負債 
支払手形及び買掛金 7,448 

預り金 14,156 

※４ 関係会社に係る注記 

関係会社に対するものが、次のとおり含まれてお

ります。 

資産 受取手形及び売掛金 35,160百万円

負債
支払手形及び買掛金 8,181 

預り金 15,292 

５ 保証債務 

 (1) 取引先の銀行借入等に対する保証 

  

取引先 保証金額 

関係会社   

ナガセホンコンリミテッド 3,006百万円 

ナガセワーリープラスチックス 
コーポレーション 

2,915 

㈱ナガセビューティケァ 2,359 

その他の関係会社20社 8,978 

合計 17,259 

５ 保証債務 

 (1) 取引先の銀行借入等に対する保証 

取引先 保証金額 

関係会社   

シャンハイフアチャントレーディン
グカンパニーリミテッド 

3,296百万円 

ナガセホンコンリミテッド 2,898 

ナガセワーリープラスチックス
コーポレーション 

2,875 

その他の関係会社20社 9,669 

合計 18,739 

 (2) 従業員の住宅資金借入に対する保証 150百万円  (2) 従業員の住宅資金借入に対する保証 97百万円

 ６ 輸出手形割引高 433百万円 ６ 輸出手形割引高 577百万円

７ 当社では、運転資金の効率的調達を行うため、取

引銀行６行と特定融資枠契約（シンジケーション

方式によるコミットメントライン）を締結してお

ります。 

当事業年度末における特定融資枠契約の総額及び

借入実行残高は次のとおりであります。 

  

特定融資枠契約の総額 15,000百万円

借入実行残高 ― 

７ 当社では、運転資金の効率的調達を行うため、取

引銀行５行と特定融資枠契約（シンジケーション

方式によるコミットメントライン）を締結してお

ります。 

当事業年度末における特定融資枠契約の総額及び

借入実行残高は次のとおりであります。 

  

特定融資枠契約の総額 15,000百万円

借入実行残高 ― 

 ８ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は、20,259百万円であります。 

 ８ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は、36,098百万円であります。 

※９ 国庫補助金の受入による圧縮記帳額は12百万円で

あり、貸借対照表は、この圧縮記帳額を控除して

おります。 

※９ 国庫補助金の受入による圧縮記帳額は9百万円で

あり、貸借対照表は、この圧縮記帳額を控除して

おります。 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 低価法による評価減の金額は72百万円であり、期

末たな卸高から控除されております。 

※１ 低価法による評価減の金額は22百万円であり、商

品期末たな卸高から控除されております。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土地 7百万円

その他 0 

計 7 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械装置 3百万円

車両運搬具 

その他 

1 

0 

計 5 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置 2百万円

工具器具備品 1 

その他 0 

計 4 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 6百万円

ゴルフ会員権 2 

その他 0 

計 8 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 19百万円

建物附属設備 7 

その他 0 

計 28 

※４ 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。 

建物 32百万円

建物附属設備 25 

工具器具備品 14 

その他 7 

計 79 

※５ 関係会社に係る注記 

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

売上高 110,147百万円

受取配当金 1,247 

収入賃貸料 780 

※５ 関係会社に係る注記 

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

売上高 110,200百万円

受取配当金 2,443 

収入賃貸料 680 

※６ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

499百万円であります。 

※６ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、 

   501百万円であります。 

※７ 特別退職金124百万円は早期退職優遇制度に基づ

き支出した特別退職加算金です。 

※７ 特別退職金98百万円は早期退職優遇制度に基づき

支出した特別退職加算金です。 

※８ うち関係会社株式にかかるものは230百万円です。 

―――― 

  

―――― 

  

※９ 商品整理損989百万円は、事業内容の一部見直し

により生じた商品廃棄等の費用であります。 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置   52  31  20

車両運搬具   28  10  18

工具器具備品   498  318  180

合計   580  360  219

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置  43  36  7

車両運搬具  24  7  16

工具器具備品 18  12  6

合計  86  56  30

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 110百万円

１年超 115 

計 226 

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 14百万円

１年超 18 

計 33 

  

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 183百万円

減価償却費相当額 171 

支払利息相当額 11 

  

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 120百万円

減価償却費相当額 112 

支払利息相当額 7 

  

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

・利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。  



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産・繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

(繰延税金資産)  

貸倒引当金 662 百万円

投資有価証券 3,222 

退職給付引当金 1,981 

役員退職慰労引当金 268 

未払費用 554 

その他 1,098 

繰延税金資産合計 7,787 

(繰延税金負債)  

特別償却準備金 36 百万円

圧縮記帳積立金 611 

その他有価証券評価差額金 13,899 

繰延税金負債合計 14,547 

繰延税金負債の純額 6,759 

１ 繰延税金資産・繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

(繰延税金資産)  

貸倒引当金 557 百万円

投資有価証券 3,126 

未払費用 605 

退職給付引当金 1,391 

役員退職慰労引当金 269 

その他 1,435 

繰延税金資産合計 7,385 

(繰延税金負債)  

特別償却準備金 27 百万円

圧縮記帳積立金 611 

その他有価証券評価差額金 24,765 

繰延税金負債合計 25,404 

繰延税金負債の純額 18,018 

２ 「法定実効税率」と「税効果会計適用後の法人税等

の負担率」との間の差異の原因となった主な項目別

の内訳 

  

  

法定実効税率 40.7 ％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

1.9 

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△5.1 

住民税均等割等 0.1 

税額控除による差異 △2.5 

その他 1.3 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

36.4 

２ 「法定実効税率」と「税効果会計適用後の法人税等

の負担率」との間の差異の原因となった主な項目別

の内訳 

  

  

法定実効税率 40.7 ％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

1.8 

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△8.1 

住民税均等割等 0.1 

税額控除による差異 △4.0 

その他 0.4 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

30.9 



(１株当たり情報) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 990円78銭 １株当たり純資産額 1,162円72銭

１株当たり当期純利益 46円67銭 １株当たり当期純利益 60円10銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 46円56銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 59円93銭

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳 

 損益計算書上の当期純利益 6,007百万円

 普通株式に係る当期純利益 5,942百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

利益処分による役員賞与金 65百万円

 普通株式の期中平均株式数 127,312,351株

  新株予約権 284,069株

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳 

 損益計算書上の当期純利益 7,747百万円

 普通株式に係る当期純利益 7,677百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

利益処分による役員賞与金 70百万円

 普通株式の期中平均株式数 127,741,220株

  新株予約権 360,749株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

詳細については、第４提出会社の状況 １ 株式等の状況 

(2)新株予約権等の状況に記載のとおりであります。 

 新株予約権の数 759個

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

詳細については、第４提出会社の状況 １ 株式等の状況 

(2)新株予約権等の状況に記載のとおりであります。 

 新株予約権の数 762個



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価 
証券 

その他有価証券 

㈱三井住友フィナンシャル
グループ 

4,921 6,397 

住友信託銀行㈱ 4,060,369 5,530 

住友化学工業㈱ 4,995,571 4,785 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ
ル・グループ 

2,615 4,707 

河西工業㈱ 6,304,961 3,808 

富士写真フィルム㈱ 895,394 3,518 

㈱日本触媒 2,376,997 3,325 

積水化学工業㈱ 2,955,723 2,946 

関西ペイント㈱ 2,329,433 2,513 

あすか製薬㈱ 2,050,000 2,394 

日本ペイント㈱ 3,963,802 2,326 

日東電工㈱ 211,615 2,114 

㈱スルガ銀行 1,270,449 2,021 

旭硝子㈱ 1,034,776 1,820 

ダイセル化学工業㈱ 1,633,500 1,618 

旭化成㈱ 1,853,534 1,555 

日華化学㈱ 2,338,810 1,379 

ダイキン工業㈱ 322,000 1,326 

田辺製薬㈱ 990,260 1,292 

三菱瓦斯化学㈱ 856,130 1,229 

石原産業㈱ 5,263,214 1,157 

フクビ化学工業㈱ 1,284,308 1,021 

花王㈱ 307,219 952 

日本化薬㈱ 904,610 942 

ユシロ化学工業㈱ 278,368 910 

日本カーリット㈱ 700,000 872 

塩野義製薬㈱ 444,723 858 

日本ジーイープラスチック
ス㈱ 

7,840 784 

住友ベークライト㈱ 577,500 615 

東洋ゴム工業㈱ 1,077,067 554 

大日本インキ化学工業㈱ 1,165,795 510 

㈱みずほフィナンシャルグ
ループ 

500 500 

積水化成品工業㈱ 1,000,625 471 

藤倉化成㈱ 338,700 467 

大倉工業㈱ 586,025 450 

日本バルカー工業㈱ 1,000,755 421 

倉敷紡績㈱ 1,002,337 420 

㈱三菱ケミカルホールディ

ングス 
568,762 412 

小野薬品工業㈱ 73,000 402 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

第一三共㈱ 142,567 382 

スタンレー電気㈱ 152,500 382 

旭電化工業㈱ 201,000 371 



投資有価 

証券 
その他有価証券 

日本油脂㈱ 454,595 328 

大日精化工業㈱ 519,931 326 

三井住友海上火災保険㈱ 201,288 322 

東海染工㈱ 1,156,085 309 

積水樹脂㈱ 300,833 298 

ジェムピーシー㈱ 2,880 288 

三洋化成工業㈱ 254,203 270 

昭和高分子㈱ 584,175 254 

東亜合成㈱ 466,593 239 

日本精化㈱ 272,006 234 

東洋インキ製造㈱ 372,648 226 

㈱京都銀行 156,292 221 

㈱フジミインコポレーテ

ッド 
76,230 211 

㈱肥後銀行 221,602 208 

アキレス㈱ 834,071 206 

理研ビタミン㈱ 65,000 193 

ＪＳＲ㈱ 54,573 191 

大日本住友製薬㈱ 145,797 190 

㈱フジクラ 140,955 187 

日本研紙㈱ 550,700 187 

㈱ＣＳＫ 31,600 184 

綜研化学㈱ 40,000 184 

㈱千趣会 100,000 165 

日本曹達㈱ 331,969 164 

タイワンニッカケミカル

カンパニーリミテッド 
3,960,000 157 

三井化学㈱ 181,135 156 

日本ピグメント㈱ 326,977 156 

住友金属工業㈱ 309,207 156 

特種製紙㈱ 214,247 144 

昭和電工㈱ 266,000 139 

ロックペイント㈱ 124,000 132 

中央化学㈱ 98,400 131 

㈱トクヤマ 65,640 131 

星光ＰＭＣ㈱ 220,000 126 

菊水化学工業㈱ 142,400 123 

三ツ星ベルト㈱ 121,000 115 

オーナンバ㈱ 96,550 113 

オイレス工業㈱ 43,776 110 

ＳＭＫ㈱ 124,602 109 

㈱岩手銀行 12,870 105 

住江織物㈱ 223,590 101 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価 

証券 
  

その他有価証券 

三菱電機㈱ 100,000 99 

サカタインクス㈱ 165,375 99 

イサム塗料㈱ 180,000 98 

江守商事㈱ 72,000 98 

その他(125銘柄) 6,697,317 3,080 

小計 78,607,389 81,759 

計 78,607,389 81,759 



  

【債券】 

  

  

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価 
証券 

その他有価証券 公社債（２銘柄） 26 26 

計 26 26 



【有形固定資産等明細表】 

  

  

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は 

償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

建物 11,264 350 579 11,036 7,339 267 3,696 

構築物 868 41 8 901 735 13 166 

機械装置 711 167 91 787 574 65 213 

車両運搬具 10 11 8 13 5 3 7 

工具器具備品 4,872 463 318 5,018 4,168 393 849 

土地 4,922 16 125 4,814 ― ― 4,814 

建設仮勘定 30 ― 30 ― ― ― ― 

有形固定資産計 22,680 1,051 1,161 22,571 12,823 744 9,747 

無形固定資産               

ソフトウェア ― 275 3 272 23 24 249 

ソフトウェア仮勘定 ― 663 ― 663 ― ― 663 

電話加入権 26 ― ― 26 ― ― 26 

 諸利用権 75 0 ― 75 74 0 0 

無形固定資産計 101 939 3 1,038 98 24 940 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は、10,388,969株であります。 

    ２ その他資本剰余金の当期増加額は自己株式の処分によるものであります。 

    ３ 任意積立金の当期増加額及び当期減少額は前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 9,699 ― ― 9,699 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (138,408,285) (―) (―) (138,408,285)

普通株式 (百万円) 9,699 ― ― 9,699 

計 (株) (138,408,285) (―) (―) (138,408,285)

計 (百万円) 9,699 ― ― 9,699 

資本準備金及び 
その他資本剰余
金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 9,634 ― ― 9,634

(その他資本剰余金) 
自己株式処分差益 

(百万円) 13 76 ― 90

計 (百万円) 9,648 76 ― 9,725 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 2,424 ― ― 2,424 

(任意積立金) 
特別償却準備金 

(百万円) 63 8 18 53

圧縮記帳積立金 (百万円) 737 154 0 891 

圧縮特別勘定積立金 (百万円) 154 ― 154 ― 

別途積立金 (百万円) 79,510 4,000 ― 83,510 

計 (百万円) 82,890 4,163 173 86,880 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 1,636 108 357 ― 1,386 

役員退職慰労引当金 658 43 40 ― 662 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

  

相手先別内訳 
  

  

期日別内訳 
  

  

区分 金額(百万円) 

現金 16 

預金   

当座預金・普通預金・決済用普通預金 15,531 

別段預金 1 

小計 15,533 

計 15,549 

相手先 金額(百万円) 

三恒商事㈱ 735 

フクビ化学工業㈱ 615 

難波プレス工業㈱ 537 

㈱大都技研 433 

㈱東洋クオリティワン 426 

その他 13,685 

計 16,434 

期日 金額(百万円) 比率(％) 

平成18年４月中 4,804 29.2 

平成18年５月中 4,045 24.6 

平成18年６月中 3,757 22.9 

平成18年７月中 2,820 17.2 

平成18年８月中 788 4.8 

平成18年９月以降 217 1.3 

計 16,434 100.0 



③ 売掛金 

  

相手先別内訳 
  

  

滞留状況 
  

(注) １ 上記金額には、消費税等が含まれております。 

２ 算出方法 

  

相手先 金額(百万円) 

日本ペイント㈱ 5,052 

ナガセケミカル㈱ 4,895 

大日本インキ化学工業㈱ 3,342 

ナガセホンコンリミテッド 3,292 

長瀬カラーケミカル㈱ 3,107 

その他 118,674 

計 138,365 

区分 金額(百万円) 

期首在高 126,231 

当期発生高 490,220 

当期回収高 478,086 

期末在高 138,365 

滞留日数(日) 98.5 

滞留日数 ＝ 365 ÷ 
当期発生高 

売掛金平均在高



④ 商品 

  

  

⑤ 未着商品 

  

  

⑥ 関係会社株式 

  

  

事業部門 金額(百万円) 

化成品 7,707 

合成樹脂 2,256 

電子 2,752 

ヘルスケァ 107 

計 12,823 

事業部門 金額(百万円) 

化成品 449 

合成樹脂 101 

電子 111 

計 662 

銘柄 金額(百万円) 

(子会社株式)   

ナガセケムテックス㈱ 7,355 

ナガセ医薬品㈱ 1,690 

報映産業㈱ 806 

その他 4,238 

(関連会社株式)   

サンデルタ㈱ 490 

ソフィックスコーポレーション 441 

その他 872 

計 15,896 



⑦ 支払手形 

  

相手先別内訳 
  

  

期日別内訳 
  

  

⑧ 買掛金 

  

  

相手先 金額(百万円) 

光洋サーモシステム㈱ 396 

旭電化工業㈱ 331 

虹技㈱ 207 

田岡化学工業㈱ 196 

共栄制御機器㈱ 187 

その他 2,472 

計 3,791 

期日 金額(百万円) 比率(％) 

平成18年４月中 1,615 42.7 

平成18年５月中 852 22.5 

平成18年６月中 728 19.2 

平成18年７月中 447 11.8 

平成18年８月中 20 0.5 

平成18年９月以降 126 3.3 

計 3,791 100.0 

相手先 金額(百万円) 

住友化学㈱ 6,585 

ナガセケムテックス㈱ 4,873 

三井武田ケミカル㈱ 4,285 

チバ・スペシャルティ・ケミカルズ㈱ 4,131 

大日本インキ化学工業㈱ 3,092 

その他 71,393 

計 94,362 



⑨ 預り金 

  

  

  ⑩ 繰延税金負債 

  繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、(1)財務諸表 注記事項(税効果会計関係)に記載のとおりであります。 

相手先 金額(百万円) 

東拓工業㈱ 6,699 

㈱ナガセビューティケァ 1,795 

長瀬ランダウア㈱ 1,137 

ナガセケムテックス㈱ 715 

ナガセ物流㈱ 708 

その他 4,449 

計 15,505 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 平成18年６月28日開催の当社第91回定時株主総会の決議により定款を一部変更し、中間配当基準日は「９月30日」となり

ました。 

２ 株式取扱規則の変更により、平成18年５月12日以降、新株交付手数料は「無料」となりました。 

３ 単元未満株式の買増しにつきましては、下記のとおり、受付停止期間を設けております。 

（受付停止期間） ３月31日の12営業日前から３月31日迄 

９月30日の12営業日前から９月30日迄 

４ 平成18年６月28日開催の当社第91回定時株主総会の決議により定款を一部変更し、公告掲載方法は次のとおりとなりまし

た。 

「当社の公告方法は、電子公告とする。但し、電子公告を行うことができない事故その他のやむを得ない事由が生じたと

きは、日本経済新聞に掲載して公告する。」 

なお、電子公告は当社ホームページ（http://www.nagase.co.jp）に掲載いたします。 

  

  

第７ 【提出会社の参考情報】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株未満株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券 

中間配当基準日  定款に定めなし （注１） 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき315円（税込）（注２） 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき10,500円（税込） 

  株券登録料 １枚につき525円（税込） 

単元未満株式の買取り・
買増し 

（注３）

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 大阪市及び東京都で発行する日本経済新聞 （注４） 

株主に対する特典 
毎年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された１単元（1,000株）以上

保有の株主を対象に、当社およびグループ会社の製品を贈呈。 



１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第90期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

(2) 訂正発行登録書 
平成17年６月29日、平成17年12月22日 
関東財務局長に提出。 

(3) 有価証券届出書（新株予約権）及びその添付書類 平成17年７月29日関東財務局長に提出。 

(4) 有価証券届出書（新株予約権）の訂正届出書 平成17年８月８日関東財務局長に提出。 

(5) 半期報告書 (第91期中) 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

平成17年12月22日関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月28日

長 瀬 産 業 株 式 会 社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている長瀬産

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、長

瀬産業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用して連結財

務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  田  隆  行  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  早  川  芳  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  古  田  清  和  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

長 瀬 産 業 株 式 会 社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている長瀬産

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、長

瀬産業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  清  水 万 里 夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  早  川  芳  夫  ㊞ 

      

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月28日

長 瀬 産 業 株 式 会 社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている長瀬産

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第90期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、長瀬産

業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用して財務諸表を

作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  田  隆  行  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  早  川  芳  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  古  田  清  和  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

長 瀬 産 業 株 式 会 社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている長瀬産

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第91期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、長瀬産

業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  清  水 万 里 夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  早  川  芳  夫  ㊞ 

      

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態および経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	(1)前決議期間における自己株式の取得等の状況
	(2)当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/107
	pageform2: 2/107
	form1: EDINET提出書類  2006/06/29 提出
	form2: 長瀬産業株式会社(401092)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/107
	pageform4: 4/107
	pageform5: 5/107
	pageform6: 6/107
	pageform7: 7/107
	pageform8: 8/107
	pageform9: 9/107
	pageform10: 10/107
	pageform11: 11/107
	pageform12: 12/107
	pageform13: 13/107
	pageform14: 14/107
	pageform15: 15/107
	pageform16: 16/107
	pageform17: 17/107
	pageform18: 18/107
	pageform19: 19/107
	pageform20: 20/107
	pageform21: 21/107
	pageform22: 22/107
	pageform23: 23/107
	pageform24: 24/107
	pageform25: 25/107
	pageform26: 26/107
	pageform27: 27/107
	pageform28: 28/107
	pageform29: 29/107
	pageform30: 30/107
	pageform31: 31/107
	pageform32: 32/107
	pageform33: 33/107
	pageform34: 34/107
	pageform35: 35/107
	pageform36: 36/107
	pageform37: 37/107
	pageform38: 38/107
	pageform39: 39/107
	pageform40: 40/107
	pageform41: 41/107
	pageform42: 42/107
	pageform43: 43/107
	pageform44: 44/107
	pageform45: 45/107
	pageform46: 46/107
	pageform47: 47/107
	pageform48: 48/107
	pageform49: 49/107
	pageform50: 50/107
	pageform51: 51/107
	pageform52: 52/107
	pageform53: 53/107
	pageform54: 54/107
	pageform55: 55/107
	pageform56: 56/107
	pageform57: 57/107
	pageform58: 58/107
	pageform59: 59/107
	pageform60: 60/107
	pageform61: 61/107
	pageform62: 62/107
	pageform63: 63/107
	pageform64: 64/107
	pageform65: 65/107
	pageform66: 66/107
	pageform67: 67/107
	pageform68: 68/107
	pageform69: 69/107
	pageform70: 70/107
	pageform71: 71/107
	pageform72: 72/107
	pageform73: 73/107
	pageform74: 74/107
	pageform75: 75/107
	pageform76: 76/107
	pageform77: 77/107
	pageform78: 78/107
	pageform79: 79/107
	pageform80: 80/107
	pageform81: 81/107
	pageform82: 82/107
	pageform83: 83/107
	pageform84: 84/107
	pageform85: 85/107
	pageform86: 86/107
	pageform87: 87/107
	pageform88: 88/107
	pageform89: 89/107
	pageform90: 90/107
	pageform91: 91/107
	pageform92: 92/107
	pageform93: 93/107
	pageform94: 94/107
	pageform95: 95/107
	pageform96: 96/107
	pageform97: 97/107
	pageform98: 98/107
	pageform99: 99/107
	pageform100: 100/107
	pageform101: 101/107
	pageform102: 102/107
	pageform103: 103/107
	pageform104: 104/107
	pageform105: 105/107
	pageform106: 106/107
	pageform107: 107/107


